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はじめに 

 

 

墨田区では、２００６年（平成１８年）に制定した「墨田区女性と男性の共

同参画基本条例」及び２０１４年（平成２６年）に改訂した「墨田区男女共同

参画推進プラン（第４次）」に基づき、男女共同参画社会の実現に向けてさま

ざまな事業展開を図っています。 

一方、２０１６年（平成２８年）４月に「女性活躍推進法」が完全施行され、

働いている女性やこれから働こうとしている女性が、その個性と能力を十分に

発揮し活躍できる仕組みづくりとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進に

より、すべての人にとって暮らしやすく、活躍し続けられる環境の整備が、今

後ますます重要となっています。 

本調査は、区内事業所を対象に、女性活躍推進及びワーク・ライフ・バラン

スの取組状況や考え方などを調査し、今後の施策検討を進めるうえでの基礎資

料とすることを目的として実施しました。 

調査の実施に当たり、ご協力をいただきました事業所の皆様に心から感謝を

申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 平成２９年２月 

 

 

                墨田区総務部 人権同和・男女共同参画課 
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Ⅰ. 本調査の概要 
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１.調査の目的 

本調査は、区内事業所を対象に、女性活躍推進及びワーク・ライフ・バランスの取

組状況や考え方などを調査し、今後の施策検討を進めるうえでの基礎資料とすること

を目的として実施しました。 

２.調査の設計 

(１) 調査対象・・・区内に事業所がある従業員１０人以上３００人以下の事業所 

(２) 標 本 数・・・調査対象数２,０００件 

(３) 抽出方法・・・平成２６年経済センサス基礎調査及び（株）帝国データバンクの 

データベースより抽出 

(４) 調査方法・・・郵送調査（郵送配布―郵送回収・督促コール１回） 

ヒアリング調査（アンケート回収事業所のうち、聴き取りへの応諾

が得られた事業所の中から２０事業所） 

(５) 調査期間・・・郵 送 調 査：平成 28年 9 月 3 日～平成 28 年 10 月 31 日 

ヒアリング調査：平成 28年 11 月 14 日～平成 29 年 1 月 20 日 

(６) 調査機関・・・株式会社帝国データバンク 

３.調査項目 

(１) 事業所について 

(２) 働きやすい職場環境について 

(３) 女性活躍推進における考え方について 

(４) ハラスメント防止状況について 

(５) 区の施策について 
４.郵便調査回収結果 

標本数 有効回収数 回収率 

2,000 件 605 件 30.3％ 

 
（参考）標本数 業種・従業員数別内訳 

 

大分類 ①10～20人 ②21～50人 ③51～100人 ④101～300人
①アンケート対象

総計

①アンケート対象

比率（規模）

A_農業、林業 0 0 0 0 0 0.0%

D_建設業 151 55 16 13 235 11.8%

E_製造業 288 197 73 46 604 30.2%

F_電気・ガス・熱供給・水道業 2 0 0 0 2 0.1%

G_情報通信業 24 15 9 6 54 2.7%

H_運輸業、郵便業 26 13 15 15 69 3.5%

I_卸売業、小売業 303 176 80 36 595 29.8%

J_金融業、保険業 3 2 3 3 11 0.6%

K_不動産業、物品賃貸業 23 12 6 4 45 2.3%

L_学術研究、専門・技術サービス業 24 22 6 8 60 3.0%

M_宿泊業、飲食サービス業 23 21 6 7 57 2.9%

N_生活関連サービス業、娯楽業 10 11 3 8 32 1.6%

O_教育、学習支援業 11 9 3 2 25 1.3%

P_医療、福祉 52 37 18 8 115 5.8%

R_サービス業（他に分類されないもの） 37 28 12 19 96 4.8%

①アンケート対象　総計 977 598 250 175 2,000 100.0%

①アンケート対象　比率（規模） 48.9% 29.9% 12.5% 8.8% 100.0%
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※本報告書の調査結果のみかた 

(１) 表・グラフに付加されている「ｎ」は質問に対する回答者数を表しています。 

(２) 「ＳＡ」は択一回答、「ＭＡ」は複数回答を表しています。 

(３) 結果数値(％)は、少数点第２位を四捨五入しており、内訳の合計が 100％にならないことがあり

ます。 

(４) 複数回答の場合、回答者数に対する割合を表示しているため、構成比の合計が 100％にならない

ことがあります。 

(５) 表・グラフ中の「不明・無回答」の表記については、無記入、回答の読み取りが著しく困難な場

合、１つまでの回答を求めている設問に対し２つ以上回答していた場合は「不明・無回答」とし

て処理しています。 
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５.回答事業者の属性 

(１) 事業所の性格 

 

(２) 従業員数 ※正社員、契約社員、短時間労働者の合計数1 

 
 

(３) 形態 

 【形態】            【資本金】※法人のみで集計 

                                                   
1 抽出元となるデータベースに収録されたタイミングと、アンケート調査を実施したタイミングが異なる

ため、従業員数が１０人未満及び３０１人以上の企業が含まれています。 

本社､本店

91.7%

事業所､支店

7.6%

その他

0.7%

n=568

36.9

62.5

18.0

32.5

16.8

33.7

18.0

13.7

28.3

7.1

4.0

10.3

4.4

2.3

7.8

1.0

0.7

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（n=590）

女性（n=576）

全体（n=593）

10人未満 10人～20人 21人～50人 51人～100人 101人～300人 301人以上

法人

97.6%

個人経営

0.7%
その他

1.7%

n=583

45.8

37.5

9.9

4.2

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1,000万円以下

1,000万円超～5,000万円以下

5,000万円超～1億円以下

1億円超～3億円以下

3億円超
n=544
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(４) 業種 

 

(５) 創業年・設立年 

【創業年】                【設立年】 

  

(６) 売上高 

 

29.4

20.5

10.6

10.6

6.4

4.9

2.9

2.9

2.7

2.5

2.3

1.5

1.2

0.8

0.7

0.3

0% 10% 20% 30%

製造業

卸売業

建設業

その他

医療･福祉業

小売業

運輸業

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

不動産業､物品賃貸業

情報通信業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

教育･学習支援業

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

金融･保険業

宿泊業
n=596

8.1

42.3

17.5

18.4

10.1

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円～30億円未満

30億円～100億円未満

100億円以上 n=565

明治

2.4% 大正

7.4%

昭和

66.5%

平成

23.7%

n=418

明治

0.2%

大正

0%

昭和

67.3%

平成

32.5%

n=440



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ. 調査結果の概要 

 

  



 

 

 

 

 



5 

１. 働きやすい職場環境について 

 
 ワーク・ライフ・バランスの認知 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの認知状況】    【売上高別】 

 

 

 

 

 

 

  

知ってい

る

37.9%

聞いたことは

あるが､内容は

よく知らない

40.0%

知らない

22.2%

n=568

31.0

29.3

38.3

43.3

54.5

63.2

35.7

43.1

38.3

41.2

34.5

26.3

33.3

27.6

23.4

15.5

10.9

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=225)

5億円～10億円未満(n=94)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=55)

100億円以上(n=19)

知っている

聞いたことはあるが､内容はよく知らない

知らない

●ワーク・ライフ・バランスの認知は 77.9％ 

ワーク・ライフ・バランスの認知については、「知っている」と「聞いたことがあ

る」を合わせて全体で 77.9%となっています。売上高別で見ると、「1 億円未満」

を除き売上規模が大きくなるほど、ワーク・ライフ・バランスの認知度は高まる傾

向にあります。 

●ワーク・ライフ・バランスとは 

「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら

働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中

高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを指しま

す。 
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 ワーク・ライフ・バランスの取組状況 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの取組状況】 

 

33.9

8.9

7.6

8.4

10.0

10.0

15.6

23.4

28.7

11.3

14.1

10.6

2.5

23.9

9.6

9.1

6.7

8.4

8.8

11.5

10.7

22.2

13.4

21.2

16.5

2.5

17.5

22.9

26.6

26.9

27.6

32.7

23.8

15.7

19.9

30.7

28.8

31.7

20.0

17.2

36.9

38.0

34.0

29.0

27.8

24.4

29.4

20.4

26.5

21.7

24.3

32.5

7.5

21.7

18.6

24.0

24.9

20.7

24.6

20.8

8.8

18.1

14.1

16.7

42.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_仕事の見直しや長時間労働の削減

(n=548)

2_男性の育児支援参加の促進(n=529)

3_男性の介護支援参加の促進(n=526)

4_育児等対象者と非対象者に不公平感の

出ない制度の設置(n=524)

5_育児･介護等と仕事の両立支援のための

労使の話合い(n=510)

6_育児･介護等と仕事の両立支援のための

社員間の話合い(n=511)

7_社内の相談窓口の設置(n=520)

8_ﾉｰ残業ﾃﾞｰの運用(n=534)

9_年次有給休暇の取得の奨励､

計画的取得の推進(n=544)

10_従業員へﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに関する制度の

周知･PR(n=524)

11_従業員への意識啓発･研修(n=538)

12_管理者への研修(n=526)

13_その他(n=40)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない

●最も多かった取組は「仕事の見直しや長時間労働の削減」で 57.8％ 

ワーク・ライフ・バランスの取組状況として、「既に取り組んでいる」、「取り組ん

ではいるが、内容は不十分である」の回答をあわせると、「1_仕事の見直しや長時間

労働の削減」が 57.8％、「9_年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進」が

50.9％と半数を超える回答結果でした。一方、「2_男性の育児支援参加の促進」、「3_

男性の介護支援参加の促進」、「4_育児等対象者と非対象者に不公平感の出ない制度

の設置」の 3 設問に関しては、「既に取り組んでいる」と回答した事業所の比率は

10％に達していない結果となりました。 
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 ワーク・ライフ・バランスの取組効果 

 

※取組内容の（ ）内は、実施率を示します。 

※実施率は、取組状況において「既に取り組んでいる」「取り組んでいるが内容は不十分

である」を合わせた比率です。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「業績・利益」や「生産性・業務効率」等の効果がでている事業所は「仕

事の見直しや長時間労働の削減」を行っている割合が最も高い 

ワーク・ライフ・バランスの取組効果については、「7_従業員の労働意欲」が向上

したと回答する比率が高い結果となりました。また、全体の 39.6%の事業所が「3_

所定外労働時間」が減少したと回答しています。 

「1_業績・利益」「２_生産性・業務効率」「7_従業員の労働意欲」が向上した、

または「3_所定外労働時間」が減少したと回答した事業所がどのような取組を既に

行っているかをみると、「仕事の見直しや長時間労働の削減」や「年次有給休暇の取

得の奨励、計画的取得の推進」に取り組んでいる事業所が多い結果となりました。

中でも、「２_生産性・業務効率」が向上したと回答した事業所の 97.1%が「仕事の

見直しや長時間労働の削減」に既に取り組んでいる結果となりました。 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （97.1％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（79.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （71.6％） 

４位  ノー残業デーの運用            （53.0％） 

５位  社内の相談窓口の設置           （51.6％） 

生産性・業務効率が向上した事業所の主な取組内容（ｎ=69） 

 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （89.6％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（77.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （68.8％） 

４位  ノー残業デーの運用            （46.8％） 

５位  管理者への研修              （41.7％） 

業績・利益が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=48） 



8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの取組効果】 

  

13.3

19.1

13.4

18.3

20.9

24.7

16.0

24.6

78.9

76.2

83.0

77.5

78.5

74.2

83.1

74.0

100.0

7.8

4.7

3.7

4.2

0.6

1.1

0.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_業績･利益(n=360)

2_生産性･業務効率(n=362)

4_優秀な人材の採用･確保(n=352)

5_優秀な人材の定着率(n=356)

6_出産･育児･介護休暇後の復帰率(n=330)

7_従業員の労働意欲(n=364)

8_企業ｲﾒｰｼﾞ(n=356)

9_職場の雰囲気(n=362)

12_その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

39.6 57.1

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3_所定外労働時間(n=366)

減少した 目立った変化なし 増加した

21.6

65.0

78.4

35.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10_育児経験や生活者の視点がﾋﾞｼﾞﾈｽに役立った

(n=319)

11_特に目立つ効果はなかった(n=320)

はい いいえ

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （93.3％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（83.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （70.8％） 

４位  ノー残業デーの運用            （59.1％） 

５位  社内の相談窓口の設置           （55.3％） 

従業員の労働意欲が向上した事業所の主な取組内容（ｎ=90） 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （94.4％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（73.9%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （60.3％） 

４位  ノー残業デーの運用            （54.9％） 

５位  管理者への研修              （45.9％） 

所定外労働時間が減少した事業所の主な取組内容（ｎ=145） 
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 ワーク・ライフ・バランスを推進する際の課題  

 

【ワーク・ライフ・バランスを推進する際の課題】 

 

 

【選択されている課題の組み合わせ】 

34.7

28.1

21.8

20.7

19.1

18.7

16.0

15.6

13.8

11.1

7.4

4.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

取り組みのためのﾉｳﾊｳが不足している

資金に余裕がない

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽを検討する時間がない

費用対効果が見込まれない

特に必要がないと思っている

意識したことがなかった

業務上の制約があり､対応できない

従業員の理解が不足している

管理が複雑化し対応できなくなる

ﾄｯﾌﾟ･上司の意思･ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄが高くない

障害はない

その他 n=513（ＭＡ）

Group1 費用 

「資金に余裕がない」「費用対効果が見込まれない」 

Group2 理解・意識 

「トップ･上司の意思･コミットメントが高くない」「従業員の理解が不足している」 

Group3 業種による特性 

「特に必要がないと思っている」「意識したことがなかった」 

●課題は「ノウハウ不足」「費用」「理解・意識」「業種による特性」 

ワーク・ライフ・バランスを推進する際の課題については、「取り組みのためのノ

ウハウが不足している」と回答した事業所が 34.7%と最も高く、次いで、「資金に

余裕がない」（28.1%）、「ワーク・ライフ・バランスを検討する時間がない」（21.8%）

の順で続いています。さらに、課題として選択されている組み合わせとして、

「Group1 費用」「Group2 理解・意識」「Group3 業種による特性」の大き

く 3 グループに分類することができます。 
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【ワーク・ライフ・バランス取組のためのノウハウが不足していると回答した事業所の課題】 

 

26.6

6.5

5.3

6.9

8.3

8.3

13.4

18.5

21.6

5.2

11.3

9.1

30.5

8.3

8.8

6.9

11.9

11.2

14.5

16.8

31.8

21.4

28.8

24.0

22.6

26.6

34.1

32.9

32.7

37.9

31.4

19.7

23.9

36.4

33.3

38.9

22.2

18.6

45.0

41.2

35.8

31.0

27.8

24.4

30.1

19.9

27.7

20.9

21.1

44.4

1.7

13.6

10.6

17.3

16.1

14.8

16.3

15.0

2.8

9.2

5.6

6.9

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_仕事の見直しや長時間労働の削減(n=177)

2_男性の育児支援参加の促進(n=169)

3_男性の介護支援参加の促進(n=170)

4_育児等対象者と非対象者に不公平感の出ない制度の設置(n=173)

5_育児･介護等と仕事の両立支援のための労使の話合い(n=168)

6_育児･介護等と仕事の両立支援のための社員間の話合い(n=169)

7_社内の相談窓口の設置(n=172)

8_ﾉｰ残業ﾃﾞｰの運用(n=173)

9_年次有給休暇の取得の奨励､計画的取得の推進(n=176)

10_従業員へﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに関する制度の周知･PR(n=173)

11_従業員への意識啓発･研修(n=177)

12_管理者への研修(n=175)

13_その他(n=9)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが、現状が不十分である

今後も取り組む予定はない

コラム 1 実践的な制度づくりで復帰率・定着率向上（Ａ社 総務担当者の声） 

Ａ社・・・主にオフィスの内装工事全般の業務 

社内には建築部門、企画部門、管理部門があり、それぞれの部門で女性が活躍している。 

Ａ社で産休・育休制度を利用した女性社員は 2 名。1 人目の社員が制度を利用するまでは、

産休・育休制度を身近に感じることは無かった。 

1 人目の社員が産休・育休制度を利用し、実際に職場復帰を果たしたことで、色々と不足し

ている点が見えてきた。職場復帰する女性社員から、管理部門へ必要な対応についての声が寄

せられ、例えば、時短勤務や休日出勤免除の対応、保育園への送り迎えによる自転車通勤への

対応（駐輪場費の支給）など、経営者を含め検討することとなった。 

現在は 1 人目の社員が 2 度目の産休・育休制度を活用している。社員から寄せられた意見

に向き合うことで、働きやすい職場づくりを実現し、復帰率や定着率向上につながる実践的な

制度づくりができている。 

●「ノウハウが不足している」と回答した事業所は今後取り組む意欲が高

い 

ワーク・ライフ・バランスを推進する際の課題として最も回答の多かった「取り

組みのためのノウハウが不足している」と回答した事業所では、取組状況をみると、

どの取組においても「今後取り組む予定である」の回答が多い結果となっています。

これらの事業所は取組に前向きであることが窺えます。 
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 労働関係制度の導入状況 

 

【労働関係制度の導入状況】 

 

59.6

51.4

60.3

36.5

41.7

13.5

3.6

56.3

33.7

26.8

0.8

4.1

25.3

4.3

7.7

5.4

8.6

9.9

8.6

4.4

6.6

7.8

14.6

1.9

3.9

7.6

4.3

16.5

22.2

15.1

23.8

19.4

22.3

20.3

14.2

21.5

18.1

11.7

17.6

12.4

27.7

19.7

18.7

19.2

31.1

29.0

55.5

71.7

22.9

37.0

40.5

85.6

74.5

54.7

68.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_育児休業制度(n=539)

2_介護休業制度(n=535)

3_出産休業制度(n=536)

4_子供の看護休暇制度(n=521)

5_短時間勤務制度(n=525)

6_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度(n=524)

7_在宅勤務制度(n=523)

8_半日･時間単位の有給制度(n=529)

9_所定時間外労働の免除制度(n=516)

10_再雇用制度(n=514)

11_事業所内託児施設の設置(n=520)

12_育児ｻｰﾋﾞｽの利用に対する

経済的補助(n=517)

13_転勤･配置転換の配慮(n=510)

14_その他(n=47)

導入済

導入予定

導入したいが､現状は不可能

導入予定なし

●最も多く導入されている制度は「出産休業制度」で 60.3％ 

労働関係制度の導入状況については、導入済は「3_出産休業制度」が 60.3%と

最も多く、次いで「1_育児休業制度」（59.6%）、「8_半日・時間単位の有給制度」

（56.3%）の順となりました。 
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２. 女性活躍推進における考え方について 

 

 「女性活躍推進法」の認知状況 

 

【「女性活躍推進法」の認知状況】      【売上高別】 

     

 

知ってい

る

19.9%

聞いたことはある

が､内容はよく知

らない

53.4%

知らない

26.7%

n=558

14.3

11.5

20.2

24.5

34.5

45.0

45.2

53.5

51.7

63.3

54.5

40.0

40.5

35.0

28.1

12.2

10.9

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=217)

5億円～10億円未満(n=89)

10億円～30億円未満(n=98)

30億円～100億円未満

(n=55)

100億円以上(n=20)

知っている

聞いたことはあるが､内容はよく知らない

知らない

●「女性活躍推進法」の認知は 73.3％ 

女性活躍推進法の認知度については、「知っている」と「聞いたことがある」を合

わせて全体で 73.3%でした。一方、売上高別で見ると、売上規模が大きくなるほど、

ワーク・ライフ・バランス同様に女性活躍推進法の認知度は高まる傾向にあります。 

●女性活躍推進法（「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」）とは 

女性が職業生活において、自らの希望に応じて十分に能力を発揮 

し、活躍できる環境整備を推進していくことを目的として制定され 

た法律です。この法律に基づき、常時雇用する労働者が３０１人以 

上の企業は、（１）自社の女性の活躍に関する状況把握・課題分析、 

（２）その課題を解決するのにふさわしい数値目標(例：採用者に占 

める女性比率を●％以上とする)と取組を盛り込んだ行動計画の策定・ 

届出・周知・公表、（３）自社の女性の活躍に関する情報の公表を行うことが義務化され

ました（常時雇用する労働者が３００人以下の企業は努力義務）。 

また、行動計画の届出を行い、女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優良な企業に

ついては、申請により、厚生労働大臣の認定を受けることができます。認定を受けた企業

は、厚生労働大臣が定める認定マーク（えるぼし）を商品などに付することができます。 

参考：厚生労働省

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html


13 

 女性活躍推進における取組 

 

【女性活躍推進における取組実施内容】  【女性活躍における取組を進める理由】 

 

 

 

60.0

55.7

53.6

47.7

47.7

20.9

19.6

7.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80%

性別によらない人事配置

女性が働きやすい環境整備

(ﾄｲﾚ･更衣室等)

責任ある立場への女性登用･配置

性別によらない教育や研修の実施/

外部研修への参加促進

女性が働きやすい環境づくり

(休暇制度等)

採用時の面接･選考担当者に

女性を登用

人事評価制度の明確化

HPなどで活躍している

女性従業員の紹介

その他 n=235（ＭＡ）

65.0

63.4

43.5

35.8

28.5

23.6

19.1

17.5

14.2

10.2

7.3

6.9

3.3

2.4

1.2

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

優秀な人材の確保

女性従業員の能力を活かしたい

従業員の意欲向上

労働力不足への対応

女性の定着率の向上

ﾄｯﾌﾟの方針

企業の社会的責任

社会的な流れ

能力主義的な人事管理の徹底

企業ｲﾒｰｼﾞの向上

顧客に女性が多い

女性従業員からの要望

その他

他社の成功事例を見て

男性従業員からの要望

労働組合からの要望

n=246（ＭＡ）

●「性別によらない人事配置」は 6 割の事業所で実施、取組を進める理由

は「優秀な人材の確保」が最も多い 

女性活躍における取組については、「性別によらない人事配置」を実施済みと回答

した事業所が 60.0%と最も高く、次いで、「女性が働きやすい環境整備（トイレ・

更衣室）」が 55.7%、「責任ある立場への女性の登用・配置」が 53.6%の順で続い

ています。 

女性活躍における取組を進める理由については、「優秀な人材の確保」と回答した

事業所が 65.0%と最も高く、次いで、「女性従業員の能力を活かしたい」が 63.4%

となりました。上位には比較的、積極的な理由が見られます。 
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 女性活躍推進における取組効果 

 

※取組内容の（ ）内は、実施率を示します。 

 

 
 
 
 

 

 

 

 
  

●効果がでている事業所は「性別によらない人事配置」の実施率が高い 

女性活躍推進における取組効果については、「6_女性の労働意欲」が向上したと回

答した事業所が 51.6%と最も高く、次いで、「1_職場の雰囲気」が 42.0%でした。 

また、「6_女性の労働意欲」が向上したと回答した事業所のうち、74.2％の事業所

が、「性別によらない人事配置」に取り組んでいると回答しました。同様に「1_職場

の雰囲気」「4_優秀な人材の定着率」が向上したと回答した事業所でも「性別によら

ない人事配置」は実施率が 1 位という結果になりました。 

一方「5_出産･育児･介護休暇後の復帰率」が向上したと回答した事業所では「女性

が働きやすい環境づくり（休暇制度等）」に最も多く取り組んでいる結果となりました。 

 

1 位  性別によらない人事配置               （72.7％） 

1 位  女性が働きやすい環境整備（トイレ・更衣室等）    （72.7%） 

３位  性別によらない教育や研修の実施/外部研修への参加促進（70.9％） 

４位  女性が働きやすい環境づくり（休暇制度等）      （61.8％） 

５位  責任ある立場への女性登用･配置           （60.0％） 

職場の雰囲気が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=55） 

コラム２ 「女性のみの商品企画会議」を開催 （Ｂ社 役員の声） 

Ｂ社・・・傘・雨具などレイン関連商品及びＵＶ対策商品の卸売業 

取扱商品の大半が女性向けで、女性の能力を活かす取組に積極的な会社である。役員は出席し

ない「女性のみの会議」の開催はその１例である。この会議は雇用形態に関わらず、アルバイト・

パートや派遣社員も女性なら誰でも参加でき、商品企画のアイディアを出し合う。このような会

議を導入した理由として、良い商品企画には性別や階級・雇用形態は関係ないというＢ社の方針

がある。こうした風通しの良い職場環境づくりが、より良い商品づくりや業務効率の改善に繋が

っている。今後も積極的に女性の採用を行い、商品の企画・提案以外の分野でも女性が活躍でき

る場を拡げていきたいと、明るい声でヒアリング取材に応えていただいた。 

 

1 位  性別によらない人事配置               （74.2％） 

2 位  責任ある立場への女性登用･配置           （69.7%） 

3 位  性別によらない教育や研修の実施/外部研修への参加促進（63.6％） 

4 位  女性が働きやすい環境整備（トイレ・更衣室等）    （62.1％） 

5 位  女性が働きやすい環境づくり（休暇制度等）          （56.1％） 

女性の労働意欲が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=66） 
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生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  性別によらない人事配置               （71.1％） 

1 位  女性が働きやすい環境整備（トイレ・更衣室等）    （71.1%） 

1 位  女性が働きやすい環境づくり（休暇制度等）          （71,1％） 

4 位  性別によらない教育や研修の実施/外部研修への参加促進（68.9％） 

5 位  責任ある立場への女性登用･配置           （64.4％） 

優秀な人材の定着率が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=45） 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

1 位  女性が働きやすい環境づくり（休暇制度等）          （72.7％） 

2 位  責任ある立場への女性登用･配置           （68.2%） 

3 位  性別によらない人事配置                   （63.6％） 

4 位  性別によらない教育や研修の実施/外部研修への参加促進（54.5％） 

4 位  女性が働きやすい環境整備（トイレ・更衣室等）    （54.5％） 

出産・育児・介護休暇後の復帰率が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=44） 

●子育てサポート企業（くるみん）認定 

次世代育成支援対策推進法に基づき一般事業主行動計画を策定し認定 

基準を満たす場合に厚生労働大臣の認定を受けることができ、次世代認 

定マーク（くるみん）を広告、商品、求人広告などにつけて、子育てサ 

ポート企業であることをアピールできる。 

●厚生労働省の両立支援等助成金 

出生時両立支援助成金、介護支援取組助成金、中小企業両立支援助成金（代替要員確

保コース、期間雇用者継続就業支援コース、育休復帰支援プランコース） 

コラム 3 くるみんマーク取得が女性応募者の増加に！（Ｃ社 人事担当者の声） 

Ｃ社・・・法人向けの情報システムの設計、開発事業を展開 

SEやプログラマーという職種で職場環境等の理由もあり、男女構成比は5：1と男性が格段に

多い。また、業績が悪化した際に採用を行わなかったことが起因して、年齢構成も中間層が抜け

てしまっている状況であった。そこで、業績に左右されずに男女平等に長期的視点に立って継続

的に採用を行うことと、女性の応募者を増加させるために育児休暇や復帰の円滑化など社員の安

心につながる取組を積極的に行おうと方針の転換を図った。 

社労士からのアドバイスで「くるみんマーク」の申請を行ったところ、取組が認められ2015

年に認定に至った。すると次の年の採用から「くるみんマーク」を取得していることを、応募理

由として挙げる応募者が増え、女性応募者の増加につながった。2015年には育児休業を取得す

る女性の復帰支援を行うために国の助成金制度も活用し、復職に至ったケースもある。今後はさ

らに制度の浸透・活用に力を入れていく意向であると力強い回答をいただいた。 
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※取組理由の（ ）内は実施率を示します。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
  

●効果のでている事業所の取組理由１位は「女性従業員の能力を活かした

い」 

女性活躍推進における取組効果上位であった「1_職場の雰囲気」「4_優秀な人材

の定着率」「5_出産・育児・介護休暇後の復帰率」「6_女性の労働意欲」が向上した

と回答した事業所のうち、取組を進める理由として最も多く挙げられていたのは「女

性従業員の能力を活かしたい」との回答でした。次に、「優秀な人材の確保」や「従

業員の意欲向上」が続いています。 

 

１位  女性従業員の能力を活かしたい       （70.9％） 

２位  優秀な人材の確保             （67.3%） 

３位  従業員の意欲向上             （61.8％） 

４位  女性の定着率の向上            （36.4％） 

５位  トップの方針               （30.9％） 

５位  労働力不足への対応            （30.9％） 

職場の雰囲気が向上した事業所の主な取組理由 （ｎ=55） 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  女性従業員の能力を活かしたい       （70.5％） 

２位  従業員の意欲向上              （65.9%） 

３位  優秀な人材の確保             （56.8％） 

４位  女性の定着率の向上            （38.6％） 

５位  労働力不足への対応            （27.3％） 

５位  企業の社会的責任             （27.3％） 

出産・育児・介護休暇後の復帰率が向上した事業所の主な取組理由 （ｎ=44） 

 

１位  女性従業員の能力を活かしたい       （68.9％） 

２位  優秀な人材の確保             （64.4%） 

３位  従業員の意欲向上             （55.6％） 

４位  女性の定着率の向上            （40.0％） 

５位  トップの方針               （31.1％） 

優秀な人材の定着率が向上した事業所の主な取組理由 （ｎ=45） 



17 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性活躍推進における取組効果】 

 

 

42.0

31.0

31.2

35.4

37.3

51.6

19.0

11.1

57.3

67.4

68.0

64.6

62.7

47.7

81.0

88.1

100.0

0.8

1.6

0.8

0.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_職場の雰囲気(n=131)

2_生産性･業務効率(n=129)

3_優秀な人材の採用･確保(n=125)

4_優秀な人材の定着率(n=127)

5_出産･育児･介護休暇後の復帰率

(n=118)

6_女性の労働意欲(n=128)

7_企業ｲﾒｰｼﾞ(n=126)

8_業績･利益(n=126)

11_その他(n=5)

向上した 目立った変化なし 低下した

20.7 79.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9_新たな商品･ｻｰﾋﾞｽの提供(n=111)

つながった つながらなかった

60.0 40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10_特に目立つ効果はなかった(n=115)

はい いいえ

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  女性従業員の能力を活かしたい       （71.2%） 

２位  優秀な人材の確保              （60.6%） 

２位  従業員の意欲向上             （60.6％） 

４位  女性の定着率の向上            （40.9％） 

５位  トップの方針               （31.8％） 

女性の労働意欲が向上した事業所の主な取組理由 （ｎ=66） 
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 女性活躍推進における課題 

 

【女性活躍推進における課題】 

 

【選択されている課題の組み合わせ】 

23.1

19.2

18.5

16.2

16.0

13.1

11.6

9.9

9.1

7.3

6.7

4.7

4.3

0% 5% 10% 15% 20% 25%

障害はない

仕事がﾊｰﾄﾞであり､女性には向かない

意識したことがなかった

女性従業員が望まない

資金に余裕がない

従業員の理解が十分でない

女性用の環境が未整備であり､

整備にｺｽﾄや時間を要する

所定外労働･深夜勤務が多い

ﾄｯﾌﾟ･上司の意思･ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄが高くない

その他

意思決定者の時間的制約があり

手が回らない

顧客が男性を希望する

女性が活躍する必要を感じない n=536（ＭＡ）

Group1 費用 

「資金に余裕がない」「女性用の環境が未整備であり、整備にコストや時間を要する」 

Group2 理解・意識 

「トップ・上司の意思・コミットメントが足りない」 

「意思決定者の時間的制約があり手が回らない」 

Group3 業種による特性 

「顧客が男性を希望する」「女性が活躍する必要を感じない」 

●女性活躍推進において 23.1％の事業所が「障害はない」と回答 

女性活躍推進における課題については、「障害はない」と回答した事業所が 23.1%

と最も高い結果となりました。続いて、「仕事がハードであり、女性には向かない」

が 19.2%、「意識したことがなかった」が 18.5%でした。さらに、選択されている

組み合わせをみると、ワーク・ライフ・バランス同様 3 つの課題に分類できます。 
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３. ハラスメント防止状況について 

 

 ハラスメントへの取組状況 

 

【セクシャル・ハラスメントへの取組状況】 

 

55.1

21.1

28.9

33.0

46.4

11.0

14.3

14.3

12.1

18.8

8.5

14.1

18.4

15.4

12.1

25.4

50.4

38.4

39.6

22.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_就業規則等で禁止を明文化している

(n=472)

2_ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等資料を配布し､周知する

(n=454)

3_社員教育を行う(n=456)

4_相談窓口を設ける(n=455)

5_常に職場での実態把握に努める(n=446)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

コラム 4 経営陣の考えと行動で優秀な人材は集まる！ （Ｄ社 専務の声） 

Ｄ社・・・ステーショナリー等金属小物製造業  

業歴 60 年を超える企業であり、従業員 11 名、そのうち、7 割超を女性が占めている。Ｄ社

の業界は男性社会の色が強く、業界の集まりに参加した際にも、Ｄ社の女性社員の多さや出産後

の再雇用、時短勤務対応等について、「なぜそのようなことをわざわざやるのか？」といった声

が他社から上がってくるという。 

しかし、Ｄ社は「人は財産、性別による違いで判断するのではなく、優秀な人材であれば積極

的に採用・登用していく」という考えのもと、従業員が活き活きと働くことができる環境整備に

努めている。資金的な余裕はないため、育児休業制度などの制度面では未整備な部分が多いが、

子育て中の職員に対して短時間勤務やフレックスタイムなどを実践している。 

また、このような取組により、従業員が時間に対する意識を強く持つことができ、業務の効率

化に繋がっているとともに、チーム間での情報共有なども積極的に行われるようになった。加え

て、ハローワークからも「女性が働きやすい職場」としてご紹介いただいており、優秀な女性を

確保することに繋がっている。 

●半数の事業所が「就業規則等で禁止を明文化」を実施 

セクシャル・ハラスメントへの取組状況について、「1_就業規則等で禁止を明文化」

を実施済みと回答した事業所は 55.1％となり全体の半分を超えました。また、今後

の実施意向としては「5_常に職場での実施把握に努める」が 18.8%と最も高くな

りました。 
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４. 区の施策について 

 

 墨田区の施策の認知状況 

 

【墨田区の施策の認知状況】 

 

 

9.4

8.6

8.6

4.8

28.9

33.0

31.0

16.1

61.7

58.4

60.4

79.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_ワーク・ライフ・バランスセミナー(n=561)

2_働く女性への支援講座(n=558)

3_再就職支援講座(n=561)

4_すずかけ女性キャリアスクール(n=560)

知っている

聞いたことはあるが内容は知らない

聞いたことはない

●墨田区開催セミナーの認知状況は約 4 割 

墨田区の施策の認知状況ついては、「1_ワーク・ライフ・バランスセミナー」「2_

働く女性への支援講座」、「3_再就職支援講座」は 4 割前後の認知状況となりまし

た。（「知っている」もしくは「聞いたことはあるが内容は知らない」を合わせた

回答） 
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５. まとめ 

 
今回の「女性活躍推進及びワーク・ライフ・バランスに関する墨田区内事業所調査」

は、区内事業所を対象に、墨田区が初めて実施した調査です。 

回答結果を整理すると、女性活躍推進及びワーク・ライフ・バランスに関する考え

方や取組状況によって一定の連鎖関係があることが仮定できました。 

さらに、郵送調査及びヒアリング調査から、女性活躍推進及びワーク・ライフ・バ

ランスにおける取組が業績・利益の向上につながる結果になり得ることも見えてきて

います。 

また、本報告書では、ヒアリング調査結果を経て、業種による特性やノウハウ不足

等の課題を克服し、取組効果を出している先進事例 4 社の紹介をコラムという形で掲

載させていただきました。 

区内事業者の皆様には、女性活躍推進及びワーク・ライフ・バランスの取組を進め

る上で、ご活用いただければ幸いです。 

 

 

 

 

 

従業員への意識啓発・研修
実施率 35.3％

年次有給休暇の取得の奨励
実施率 50.9％

性別によらない人事配置
実施率 60.0％

仕事の⾒直しや⻑時間労働の削減
実施率57.8％

費用面の問題 理解・意識の問題 業種による特性

ノウハウ不⾜ コラム1 Ａ社

⼥性が働きやすい環境づくり
実施率47.7％

責任ある⽴場への⼥性登用・配置
実施率53.6％

コラム4 Ｄ社

取
組
内
容

取
組
課
題

取
組
効
果

取
組
内
容

取
組
課
題

取
組
効
果

ワーク・ライフ・バランスにおける取組 ⼥性活躍推進における取組

※アンケートの結果から効果が確認できた取組を記載

ワーク・ライフ・バランスにおける取組効果 ⼥性活躍推進における取組効果

業績・利益向上

優秀な人材の定着 優秀な人材の確保

職場の雰囲気の向上 従業員の意欲向上

出産・育児・介護休暇後の復帰率の向上 所定外労働時間の減少

※アンケートの結果から確認できた効果を記載

コラム2 Ｂ社

コラム3 Ｃ社

⽣産性・業務効率の向上
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Ⅲ. アンケート調査結果 
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１.事業所について 

 
Q1～10. 貴社の属性・状況について、下表に記入してください。 

 
 （1）Q3_回答事業所 

回答事業所の内、91.7%（521 件）が本社（本店）からの回答であった。次いで、

7.6%（43 件）が事業所、営業所からの回答であった。 

 

 
 

  

本社､本店

91.7%

事業所､支店

7.6%

その他

0.7%

n=568
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 （2）Q5_主な業種 

回答事業所の業種は、製造業が 29.4%（175 件）と最も多く、次いで卸売業 20.5%

（122 件）、建設業 10.6%（63 件）と続いている。「その他」の中には、シェアー

ドサービス業2や廃棄物処理業等が含まれる。 

 

 
 
  

                                                   
2 グループ企業等で人事・経理・総務の間接業務・サービスを 1 ヵ所に集約・標準化して業務

を行う部門・企業。 

29.4

20.5

10.6

10.6

6.4

4.9

2.9

2.9

2.7

2.5

2.3

1.5

1.2

0.8

0.7

0.3

0% 10% 20% 30%

製造業

卸売業

建設業

その他

医療･福祉業

小売業

運輸業

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

不動産業､物品賃貸業

情報通信業

飲食ｻｰﾋﾞｽ業

教育･学習支援業

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

金融･保険業

宿泊業
n=596
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 （3）Q6_資本金等 

資本金等に関しては、回答事業所の 97.6%（569 件）が法人であった。資本金別

で見ると、資本金 1,000 万円以下が 45.8%（249 件）と最も多い。一方で、資本金

が 3 億円を超える事業所は全体の 2.6%（14 件）にとどまっている。 

    
【形態】 

 

 

【資本金】※法人のみで集計 

 
  

法人

97.6%

個人経営

0.7%
その他

1.7%

n=583

45.8

37.5

9.9

4.2

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1,000万円以下

1,000万円超～5,000万円以下

5,000万円超～1億円以下

1億円超～3億円以下

3億円超
n=544
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 （4）Q7_創業・設立年 

創業年については、回答事業所の 66.5%（278 件）が「昭和」に創業した事業所

であり、「明治」、「大正」に創業した事業所は全体の 10％弱であった。設立年に

ついても回答事業所の 67.3%（296 件）が「昭和」に設立した事業所であった。 

 

【創業年】 

 

 

【設立年】 

  

明治

2.4% 大正

7.4%

昭和

66.5%

平成

23.7%

n=418

明治

0.2%

大正

0%

昭和

67.3%

平成

32.5%

n=440
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 （5）Q8_年間売上高 

年間売上高（直近期）については、回答事業所の 42.3%（239 件）が売上高 1

億円〜5 億円未満の事業所であった。一方、売上高が 100 億円を超える事業所は

全体の 3.5%であった。 

 
【年間売上高】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.1

42.3

17.5

18.4

10.1

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1億円未満

1億円～5億円未満

5億円～10億円未満

10億円～30億円未満

30億円～100億円未満

100億円以上 n=565
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 （6）Q9_取引先の範囲 

取引先の範囲については、「国内」と回答した事業所が 46.2％（272 件）と最も

多く、次いで「関東圏」と回答した事業所が 35.0%（206 件）であった。売上高別

で見ると、取引先の範囲を「海外」とした事業所は「墨田区内」、「関東圏」、「国

内」と比べ、売上高が大きい事業所が多いことが特徴的である。 

      
【取引先の範囲】 

 

 

    【取引先の範囲（売上高別）】 

 

  

墨田区内

7.6%

関東圏

35.0%

国内

46.2%

海外

11.2%

n=589

墨田区内 関東圏 国内 海外 合計

11 19 14 1 45

24.4% 9.2% 5.1% 1.5% 7.6%

20 109 96 12 237

44.4% 52.9% 35.3% 18.2% 40.2%

8 31 43 16 98

17.8% 15.0% 15.8% 24.2% 16.6%

3 27 60 14 104

6.7% 13.1% 22.1% 21.2% 17.7%

0 10 34 13 57

0.0% 4.9% 12.5% 19.7% 9.7%

0 1 11 8 20

0.0% 0.5% 4.0% 12.1% 3.4%

3 9 14 2 28

6.7% 4.4% 5.1% 3.0% 4.8%

45 206 272 66 589

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

※各取引先において、最も多い売上高幅に網掛

5億円～10億円未満

1億円～5億円未満

1億円未満

取引先

合計

不明

100億円以上

30億円～100億円未満

10億円～30億円未満
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 （7）Q10_労働組合 

労働組合が「無」と回答した事業所が 93.1％（552 件）となり、9 割を超える

事業所が労働組合を持っていない。売上高別で見ると、売上高が大きくなるにつ

れて、労働組合を保有している比率が上がっている。 

 

【労働組合】 

 

 

【労働組合（売上高別）】 

 

 

 

  

有

6.9%

無

93.1%

n=593

2.2

2.5

5.1

9.8

15.8

30.0

97.8

97.5

94.9

90.2

84.2

70.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=46)

1億円～5億円未満(n=237)

5億円～10億円未満(n=98)

10億円～30億円未満(n=102)

30億円～100億円未満(n=57)

100億円以上(n=20)

有 無



30 

【従業員数別】 

 

 

  

1.7

5.1

3.0

13.1

23.9

50.0

98.3

94.9

97.0

86.9

76.1

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_10人未満(n=116)

2_10人-20人(n=195)

3_21人-50人(n=165)

4_51-100人(n=61)

5_101人-300人(n=46)

6_301人以上(n=10)

有 無
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Q11～14. 現在の従業員について、数値をご記入ください（概数可）。 

 
 （8）Q11_現時点での従業員数 

現時点での従業員数については、全体では「10 人～20 人」の事業所が最も多か

った。また、女性正社員が「10 人未満」の事業所は 77.1％となった。 

 

【従業員数】 ※正社員、契約社員、短時間労働者の合計数3 

 

 

【正社員数】 

 

  

                                                   
3 抽出元となるデータベースに収録されたタイミングと、アンケート調査を実施したタイミングが異なる

ため、従業員数が１０人未満及び３０１人以上の企業が含まれています。 

18.0

36.9

62.5

33.7

32.5

16.8

28.3

18.0

13.7

10.3

7.1

4.0

7.8

4.4

2.3

1.9

1.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=593）

男性（n=590）

女性（n=576）

10人未満 10人～20人 21人～50人 51人～100人 101人～300人 301人以上

31.3

46.6

77.1

32.1

27.4

13.2

22.3

16.4

6.7

8.0

5.0

1.5

4.8

4.0

1.3

1.5

0.7

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=588)

男性(n=581)

女性(n=551)

10人未満 10人～20人 21人～50人 51人～100人 101人～300人 301人以上
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   【正社員数_男性（業種別）】 

   

  

46.6

39.3

47.9

20.0

30.8

46.7

69.0

60.0

25.0

100.0

66.7

56.3

71.4

70.6

41.7

27.4

32.8

32.7

15.4

43.8

25.0

17.2

50.0

20.0

43.8

22.2

31.3

14.3

17.6

16.7

16.4

14.8

12.7

40.0

38.5

37.5

25.8

6.9

25.0

6.7

12.5

11.1

6.3

5.9

16.7

5.0

6.6

4.2

20.0

7.7

12.5

2.5

13.3

14.3

2.9

11.7

4.0

6.6

1.2

7.7

6.3

3.4

25.0

18.8

6.3

2.9

13.3

0.7

1.2

20.0

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=581)

建設業(n=61)

製造業(n=165)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=120)

小売業(n=29)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=15)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16)

教育･学習支援業(n=7)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=60)

10人未満 10人～20人 21人～50人

51人～100人 101人～300人 301人以上
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   【正社員数_女性（業種別）】 

 

  

77.1

87.5

81.6

60.0

72.7

78.6

82.9

85.2

25.0

80.0

66.7

100.0

87.5

64.3

66.7

50.0

65.5

13.2

10.7

11.4

20.0

18.2

14.3

12.0

3.7

50.0

20.0

26.7

12.5

7.1

33.3

22.2

10.9

6.7

1.8

5.1

20.0

7.1

5.1

7.4

6.7

28.6

16.7

12.7

1.5

0.6

25.0

5.6

7.3

1.3

1.3

9.1

3.7

2.8

3.6

0.2

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=551)

建設業(n=56)

製造業(n=158)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=14)

卸売業(n=117)

小売業(n=27)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=15)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=55)

10人未満 10人～20人 21人～50人

51人～100人 101人～300人 301人以上
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 （9）Q12_現時点の役員及び管理職数の内訳 

役員及び管理職数については、いずれの役職においてもその平均値が女性の数

より男性の数が多い。また、資本金が 1 億円を超える事業所において特に乖離が

大きい。役員数は、資本金が大きくなるにつれて、男性平均が増加していくのに

対して、女性平均が減少していく結果となった。 

 
   【役員（資本金別）】 

 

 

【部長（資本金別）】 

 

 

 

  

2.7

2.0

2.7

3.8

4.7

4.9

0.8

1.0

0.8

0.6

0.2

0.0

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人

全体(n=551,n=368)

1,000万円以下(n=230,n=144)

1,000万円超～5,000万円以下(n=192,n=135)

5,000万円超～1億円以下(n=50,n=36)

1億円超～3億円以下(n=18,n=14)

3億円超(n=14,n=12)

男性平均 女性平均

2.9

1.4

2.6

4.2

7.8

6.4

0.4

0.4

0.3

0.2

0.3

0.4

0人 2人 4人 6人 8人 10人

全体(n=339,n=204)

1,000万円以下(n=106,n=51)

1,000万円超～5,000万円以下(n=135,n=85)

5,000万円超～1億円以下(n=44,n=30)

1億円超～3億円以下(n=17,n=15)

3億円超(n=13,n=11)

男性平均 女性平均
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【課長（資本金別）】 

 

 

    【係長（資本金別）】 

 

 

 

 

  

5.4

2.1

3.9

8.4

15.8

24.2

0.8

0.3

0.6

1.1

0.8

1.9

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人

全体(n=341,n=218)

1,000万円以下(n=104,n=50)

1,000万円超～5,000万円以下(n=132,n=88)

5,000万円超～1億円以下(n=44,n=34)

1億円超～3億円以下(n=18,n=15)

3億円超(n=13,n=12)

男性平均 女性平均

5.8

1.7

3.8

13.2

5.7

23.9

1.4

0.6

1.1

1.6

1.3

3.3

0人 5人 10人 15人 20人 25人 30人

全体(n=264,n=215)

1,000万円以下(n=74,n=47)

1,000万円超～5,000万円以下(n=106,n=91)

5,000万円超～1億円以下(n=38,n=34)

1億円超～3億円以下(n=16,n=15)

3億円超(n=13,n=11)

男性平均 女性平均
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    【役員（男性従業員数別）】 

 

 

    【部長（男性従業員数別）】 

 

  

2.7

1.9

2.4

2.8

3.3

8.0

8.3

0.8

1.0

0.9

0.6

0.6

0.5

0.0

0人 2人 4人 6人 8人 10人

全体(n=551,n=368)

10人未満(n=192,n=124)

10人～20人(n=179,n=111)

21人～50人(n=101,n=73)

51人～100人(n=42,n=29)

101人～300人(n=25,n=20)

301人以上(n=6,n=6)

男性平均 女性平均

2.9

1.3

1.7

2.3

5.1

10.5

16.2

0.4

0.4

0.4

0.2

0.3

0.6

0.8

0人 2人 4人 6人 8人 10人 12人 14人 16人 18人

全体(n=339,n=204)

10人未満(n=78,n=43)

10人～20人(n=109,n=53)

21人～50人(n=83,n=57)

51人～100人(n=39,n=25)

101人～300人(n=23,n=19)

301人以上(n=5,n=5)

男性平均 女性平均
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    【課長（男性従業員数別）】 

 

 

    【係長（男性従業員数別）】 

 

 

  

5.4

1.1

2.1

4.4

10.3

19.0

69.8

0.8

0.4

0.6

0.5

0.9

2.1

4.0

0人 20人 40人 60人 80人

全体(n=341,n=218)

10人未満(n=74,n=46)

10人～20人(n=116,n=56)

21人～50人(n=86,n=63)

51人～100人(n=37,n=28)

101人～300人(n=21,n=18)

301人以上(n=5,n=5)

男性平均 女性平均

5.8

0.7

1.8

3.1

7.4

18.2

106.2

1.4

0.6

0.6

1.0

1.2

5.7

9.0

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人

全体(n=264,n=215)

10人未満(n=49,n=45)

10人～20人(n=83,n=55)

21人～50人(n=77,n=64)

51人～100人(n=29,n=26)

101人～300人(n=19,n=18)

301人以上(n=5,n=5)

男性平均 女性平均
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    【役員（女性従業員数別）】 

 

 

    【部長（女性従業員数別）】 

 

  

2.7

2.3

2.8

3.7

3.9

5.1

5.0

0.8

0.9

0.8

0.8

0.8

0.5

0.0

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人

全体(n=551,n=368)

10人未満(n=338,n=212)

10人～20人(n=91,n=66)

21人～50人(n=69,n=48)

51人～100人(n=22,n=17)

101人～300人(n=12,n=11)

301人以上(n=4,n=4)

男性平均 女性平均

2.9

1.7

3.0

4.7

4.8

4.9

20.8

0.4

0.2

0.3

0.5

0.3

0.4

2.3

0人 5人 10人 15人 20人 25人

全体(n=339,n=204)

10人未満(n=183,n=93)

10人～20人(n=66,n=47)

21人～50人(n=54,n=37)

51人～100人(n=17,n=12)

101人～300人(n=11,n=9)

301人以上(n=4,n=4)

男性平均 女性平均
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    【課長（女性従業員数別）】 

 

 

    【係長（女性従業員数別）】 

 

 

 

  

5.4

2.3

6.1

8.8

9.3

19.6

55.0

0.8

0.3

0.7

1.0

1.2

1.6

8.8

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人

全体(n=341,n=218)

10人未満(n=191,n=100)

10人～20人(n=66,n=50)

21人～50人(n=47,n=40)

51人～100人(n=17,n=13)

101人～300人(n=10,n=9)

301人以上(n=4,n=4)

男性平均 女性平均

5.8

1.9

4.0

11.7

7.4

36.7

24.5

1.4

0.4

0.9

2.2

1.0

6.2

16.8

0人 10人 20人 30人 40人

全体(n=264,n=215)

10人未満(n=131,n=97)

10人～20人(n=60,n=51)

21人～50人(n=42,n=40)

51人～100人(n=14,n=12)

101人～300人(n=9,n=9)

301人以上(n=4,n=4)

男性平均 女性平均
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 （10）Q13_正社員の平均勤続年数  

正社員の平均勤続年数は、男性平均は 12.9 年、女性平均は 11.0 年であった。業

種別で見ると、製造業における平均勤続年数が高く、製造業の男性平均は 15 年を上

回った。売上高別では、事業所規模で大きな差は見られなかった。なお、勤続年数

の「ヶ月」は切り捨てている。 

 

【正社員の平均勤続年数（業種別）】 

 

 

【正社員の平均勤続年数（売上高別）】 

 

12.9

13.6

15.4

9.0

7.2

12.5

13.4

11.2

11.8

10.2

11.4

12.5

8.7

12.5

13.0

7.5

12.0

11.0

11.6

13.3

7.8

5.2

12.6

10.9

10.9

12.3

7.7

11.1

3.5

9.5

11.1

13.8

6.3

9.3

0年 2年 4年 6年 8年 10年 12年 14年 16年 18年

全体(n=524,n=469)

建設業(n=55,n=45)

製造業(n=151,n=136)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4,n=4)

情報通信業(n=12,n=10)

運輸業(n=13,n=10)

卸売業(n=110,n=102)

小売業(n=26,n=21)

金融･保険業(n=4,n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13,n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16,n=15)

宿泊業(n=2,n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9,n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15,n=13)

教育･学習支援業(n=6,n=6)

医療･福祉業(n=29,n=32)

その他(n=50,n=44)

男性平均 女性平均

12.9

13.5

13.0

11.2

13.4

12.0

15.1

11.0

11.4

12.4

8.6

10.3

9.6

13.3

0年 2年 4年 6年 8年 10年 12年 14年 16年

全体(n=524,n=469)

1億円未満(n=39,n=28)

1億円～5億円未満(n=211,n=182)

5億円～10億円未満(n=85,n=80)

10億円～30億円未満(n=94,n=91)

30億円～100億円未満(n=51,n=50)

100億円以上(n=17,n=16)

男性平均 女性平均
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 （11）Q14_正社員の平均年齢  

正社員の平均年齢については、男性平均は 45.2 歳、女性平均は 43.1 歳となった。

業種別にみると、情報通信業では平均年齢が比較的低く、男女とも 40歳を下回った。

売上高別では、売上規模が大きくなるにつれて、平均年齢が低くなる結果となった。 
 
【正社員の平均年齢（業種別）】 

 

 

【正社員の平均年齢（売上高別）】 

 

 

45.2

44.8

46.3

47.5

37.4

47.5

44.6

42.5

47.0

45.3

43.8

55.0

46.5

48.7

47.3

43.8

44.9

43.1

45.3

44.6

42.8

32.8

44.0

42.2

41.5

44.1

38.9

39.7

35.0

44.3

47.0

45.3

42.6

42.2

0歳 10歳 20歳 30歳 40歳 50歳 60歳

全体(n=532,n=488)

建設業(n=57,n=48)

製造業(n=153,n=142)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4,n=4)

情報通信業(n=12,n=10)

運輸業(n=14,n=11)

卸売業(n=111,n=107)

小売業(n=26,n=22)

金融･保険業(n=4,n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13,n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16,n=15)

宿泊業(n=1,n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8,n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15,n=13)

教育･学習支援業(n=6,n=6)

医療･福祉業(n=29,n=33)

その他(n=54,n=47)

男性平均 女性平均

49.5

45.5

44.2

44.7

42.2

42.1

43.8

45.6

42.6

40.5

39.9

39.6

0歳 10歳 20歳 30歳 40歳 50歳 60歳

1億円未満(n=37,n=26)

1億円～5億円未満(n=216,n=192)

5億円～10億円未満(n=86,n=83)

10億円～30億円未満(n=97,n=97)

30億円～100億円未満(n=51,n=50)

100億円以上(n=16,n=15)

男性平均 女性平均
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Q15～17. 採用状況について、お教えください。（※新卒・中途採用を合わせてご

記入ください） 

 

 （12）Q15_近年の採用数  

近年の採用数については､平成 28 年は、男性平均は 1 社あたり 1.5 人､女性平均は

1.0 人であり、平成 27 年は、男性平均は 1 社あたり 1.6 人､女性平均は 1.1 人であ

った｡また、業種別で見ると､医療・福祉業において女性の採用数が男性の採用数を

大きく上回った｡資本金別で見ると､資本金規模が大きくなるにつれて採用人数も増

える傾向にあるが､女性の伸びは男性の伸びと比べて小さい結果となった｡ 
    

【近年の採用数_平成 28 年（業種別）】 

 
 

  【近年の採用数_平成 28 年（資本金別）】 

 

1.5

1.6

1.0

5.8

3.5

3.5

0.8

3.1

1.8

3.8

1.8

0.0

1.9

0.6

0.2

1.9

1.5

1.0

0.4

0.7

0.8

2.0

0.4

0.6

0.9

0.5

1.0

0.8

0.5

0.7

1.2

0.6

3.5

1.8

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人

全体(n=505,n=469)

建設業(n=56,n=43)

製造業(n=135,n=127)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5,n=5)

情報通信業(n=13,n=11)

運輸業(n=16,n=12)

卸売業(n=105,n=99)

小売業(n=23,n=25)

金融･保険業(n=4,n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12,n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16,n=15)

宿泊業(n=2,n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7,n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15,n=12)

教育･学習支援業(n=5,n=5)

医療･福祉業(n=31,n=35)

その他(n=51,n=48)

男性平均 女性平均

1.0

1.0

3.3

2.5

7.5

0.6

0.8

1.6

1.6

3.6

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人

1,000万円以下(n=195,n=181)

1,000万円超～5,000万円以下(n=181,n=168)

5,000万円超～1億円以下(n=50,n=49)

1億円超～3億円以下(n=21,n=21)

3億円超(n=13,n=12)

男性平均 女性平均
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【近年の採用数_平成 27 年（業種別）】 

 
 

  【近年の採用数_平成 27 年（資本金別）】 

 
  

1.6

2.1

1.0

6.6

4.0

4.7

1.1

3.3

1.3

0.8

1.7

0.5

0.8

1.1

0.8

1.7

2.0

1.1

0.4

0.7

0.8

1.2

1.0

0.3

0.9

1.0

0.3

1.0

0.5

1.2

0.9

0.5

5.8

1.5

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人

全体(n=502,n=451)

建設業(n=53,n=42)

製造業(n=140,n=125)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5,n=5)

情報通信業(n=13,n=13)

運輸業(n=15,n=11)

卸売業(n=106,n=95)

小売業(n=24,n=22)

金融･保険業(n=4,n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12,n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17,n=15)

宿泊業(n=2,n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6,n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15,n=13)

教育･学習支援業(n=5,n=4)

医療･福祉業(n=30,n=32)

その他(n=46,n=44)

男性平均 女性平均

0.9

1.3

3.9

2.9

6.8

0.6

0.7

1.1

1.3

3.3

0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人

1,000万円以下(n=192,n=172)

1,000万円超～5,000万円以下(n=184,n=163)

5,000万円超～1億円以下(n=47,n=44)

1億円超～3億円以下(n=21,n=20)

3億円超(n=13,n=12)

男性平均 女性平均
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 （13）Q16_採用状況  

採用状況については、男性の採用状況全体で「目標通り」と「概ね目標通り」を

合わせて 75.9%、女性の採用状況全体では 80.5%であった。業種別では、男性・女性

ともに運輸業や医療・福祉業で「想定を下回った」と「想定を大きく下回った」を

合わせた比率が高い。 

 
【採用状況_男性（業種別）】 

 

33.3

25.0

37.7

40.0

38.5

13.3

34.0

50.0

25.0

64.3

18.8

100.0

16.7

25.0

100.0

24.2

34.8

42.6

35.7

42.6

20.0

53.8

46.7

46.6

31.3

75.0

35.7

50.0

50.0

41.7

36.4

47.8

17.8

30.4

13.1

40.0

13.3

13.6

12.5

31.3

33.3

16.7

36.4

15.2

6.4

8.9

6.6

7.7

26.7

5.8

6.3

16.7

3.0

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=472)

建設業(n=56)

製造業(n=122)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=103)

小売業(n=16)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=1)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

教育･学習支援業(n=2)

医療･福祉業(n=33)

その他(n=46)

目標通り 概ね目標通り 想定を下回った 想定を大きく下回った
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  【採用状況_女性（業種別）】 

 

  

40.1

46.3

45.9

40.0

23.1

10.0

40.7

56.3

25.0

63.6

21.4

100.0

16.7

36.4

66.7

22.2

46.3

40.4

34.1

41.4

40.0

38.5

50.0

46.2

25.0

50.0

27.3

50.0

50.0

54.5

33.3

27.8

41.5

15.2

12.2

9.0

20.0

23.1

20.0

9.9

18.8

25.0

9.1

28.6

33.3

41.7

12.2

4.3

7.3

3.6

15.4

20.0

3.3

9.1

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=421)

建設業(n=41)

製造業(n=111)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=10)

卸売業(n=91)

小売業(n=16)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=14)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=11)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=41)

目標通り 概ね目標通り 想定を下回った 想定を大きく下回った
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 （14）Q17_採用の結果  

 
採用の結果については､男性の採用結果全体で｢よい人材を確保できた｣と｢概ねよ

い人材を確保できた｣を合わせて 66.0%､女性の採用状況全体では 57.6%であった｡売

上高別では､男女とも売上高が 30 億円〜100 億円未満の事業所が「よい人材を確保

できた」と「概ねよい人材を確保できた」を合わせた比率が高い｡ 

 
  【採用の結果_男性（業種別）】 

 

  【採用の結果_男性（売上高別）】 

 

18.3

24.1

14.1

25.0

6.7

17.6

21.1

25.0

30.8

18.8

100.0

14.3

9.1

33.3

25.8

16.7

47.7

48.1

48.4

60.0

66.7

60.0

45.1

36.8

75.0

38.5

56.3

57.1

45.5

48.4

45.8

12.2

5.6

17.2

20.0

13.3

14.7

12.5

14.3

36.4

6.5

8.3

21.8

22.2

20.3

20.0

8.3

20.0

22.5

42.1

30.8

12.5

14.3

9.1

66.7

19.4

29.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=476)

建設業(n=54)

製造業(n=128)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=15)

卸売業(n=102)

小売業(n=19)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=1)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=11)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=48)

よい人材を確保できた 概ねよい人材を確保できた 想定よりはよい人材は確保できなかった 採用ができなかった

23.1

18.7

12.9

20.0

18.9

22.2

34.6

42.3

45.9

54.4

62.3

50.0

11.5

12.6

9.4

13.3

13.2

11.1

30.8

26.4

31.8

12.2

5.7

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=26)

1億円～5億円未満(n=182)

5億円～10億円未満(n=85)

10億円～30億円未満(n=90)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=18)

よい人材を確保できた 概ねよい人材を確保できた
想定よりはよい人材は確保できなかった 採用ができなかった
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【採用の結果_女性（業種別）】 

 

   【採用の結果_女性（売上高別）】 

 

21.7

32.6

21.1

20.0

33.3

21.9

20.0

25.0

10.0

100.0

9.1

50.0

25.0

25.0

35.9

18.6

37.7

60.0

41.7

27.3

32.3

30.0

50.0

60.0

35.7

42.9

36.4

25.0

52.8

35.0

5.3

5.3

4.2

10.0

14.3

28.6

18.2

5.6

5.0

37.1

48.8

36.0

20.0

25.0

72.7

41.7

40.0

25.0

30.0

50.0

28.6

36.4

25.0

16.7

35.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=434)

建設業(n=43)

製造業(n=114)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=11)

卸売業(n=96)

小売業(n=20)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=14)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=11)

教育･学習支援業(n=4)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=40)

よい人材を確保できた 概ねよい人材を確保できた 想定よりはよい人材は確保できなかった 採用ができなかった

33.3

24.4

13.4

21.7

22.0

23.5

37.5

25.0

31.7

43.4

58.0

47.1

4.2

6.9

6.1

3.6

2.0

5.9

25.0

43.8

48.8

31.3

18.0

23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=24)

1億円～5億円未満(n=160)

5億円～10億円未満(n=82)

10億円～30億円未満(n=83)

30億円～100億円未満(n=50)

100億円以上(n=17)

よい人材を確保できた 概ねよい人材を確保できた
想定よりはよい人材は確保できなかった 採用ができなかった
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 （15）Q18_今後の事業の方向性 

 
Q18. 今後の事業の方向性について、当てはまるもの 1 つに○をつけてください。

(SA) 

 
今後の事業の方向性については、全体の 53.2%の事業所が「現状維持」を見込ん

でいるが、44.4%の事業所は「拡大させたい」と回答している。また、「縮小する」

と回答している事業所が 2.5%と非常に少数であり、全体的に前向きな方向性である。 

  

【事業の方向性（業種別）】 

 

44.4

47.5

36.6

40.0

100.0

43.8

55.1

46.2

50.0

40.0

35.3

33.3

43.8

41.7

44.6

53.2

50.8

59.8

60.0

56.3

41.5

50.0

50.0

60.0

58.8

100.0

66.7

56.3

100.0

58.3

55.4

2.5

1.7

3.7

3.4

3.8

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=570)

建設業(n=59)

製造業(n=164)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=118)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=15)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=16)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=56)

拡大させたい 現状維持 縮小する
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【事業の方向性（売上高別）】 

 

 

 【事業の方向性（取引範囲別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.3

42.2

47.8

44.0

67.9

61.1

65.2

54.7

52.2

54.0

32.1

33.3

6.5

3.1

2.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=46)

1億円～5億円未満(n=225)

5億円～10億円未満(n=92)

10億円～30億円未満(n=100)

30億円～100億円未満(n=56)

100億円以上(n=18)

拡大させたい 現状維持 縮小する

25.0

40.6

49.6

54.0

72.7

56.3

48.8

44.4

2.3

3.0

1.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

墨田区内(n=44)

関東圏(n=197)

国内(n=256)

海外(n=63)

拡大させたい 現状維持 縮小する
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 （16）Q19_今後の人員計画 

 
Q19. 今後の人員計画について、当てはまるものそれぞれ 1 つずつに○をつけてく

ださい。(SA) 

 
今後の人員計画については､全体的に男女ともに「管理職を除く正社員を男女とも

に増加させていきたい」との回答が多かった｡その一方で､その他(契約社員･短時間労

働者)は「現状維持」と考えている事業所の比率が高い｡ 

業種別では､情報通信業では 83.3%が女性の管理職を「増加させたい」と回答してい

る｡また､管理職を除く正社員の増加希望では､男性の増加希望が 51.5%だったのに対

して､女性の増加希望は 38.5%にとどまっている｡契約社員･短時間労働者を「増加させ

たい」とする比率が最も高かったのは飲食サービス業と小売業であった｡一方、女性

の契約社員･短時間労働者を「減少させたい」との回答が高かったのは情報通信業で

ある｡売上規模別では､売上 30 億円～100 億円未満の事業所が､女性の管理職を「増加

させたい」との回答が最も多かった｡ 

 

  【人員計画（役職別）】 

 

 

 

25.2

31.6

51.5

38.5

19.5

19.1

71.3

68.0

46.7

60.4

74.8

74.6

3.5

0.4

1.8

1.2

5.7

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

管理職（部長、課長、係長）【男性】

(n=519)

管理職（部長、課長、係長）【女性】

(n=450)

上記を除く正社員【男性】(n=553)

上記を除く正社員【女性】(n=512)

その他（契約社員・短時間労働者）

【男性】(n=436)

その他（契約社員・短時間労働者）

【女性】(n=425)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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【管理職（部長・課長・係長）男性の人員計画（業種別）】 

 

 

  【管理職（部長・課長・係長）男性の人員計画（売上高別）】 

 

25.2

22.8

18.9

20.0

61.5

20.0

32.7

26.3

25.0

28.6

17.6

40.0

14.3

26.5

25.0

71.3

77.2

77.7

80.0

38.5

80.0

62.8

73.7

50.0

71.4

82.4

100.0

60.0

71.4

100.0

70.6

66.7

3.5

3.4

4.4

25.0

14.3

2.9

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=519)

建設業(n=57)

製造業(n=148)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=113)

小売業(n=19)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=48)

増加させたい 現状維持 減少させたい

20.0

28.0

27.3

23.5

27.8

17.6

77.5

69.4

72.7

69.4

68.5

76.5

2.5

2.6

7.1

3.7

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=40)

1億円～5億円未満(n=193)

5億円～10億円未満(n=88)

10億円～30億円未満(n=98)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=17)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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  【管理職（部長・課長・係長）女性の人員計画（業種別】】 

 

 

【管理職（部長・課長・係長）女性の人員計画（売上高別）】 

 

31.6

20.9

25.6

83.3

27.3

33.0

25.0

75.0

33.3

33.3

40.0

21.4

45.5

42.1

68.0

79.1

72.9

100.0

16.7

72.7

67.0

75.0

25.0

66.7

66.7

100.0

60.0

78.6

100.0

54.5

57.9

0.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=450)

建設業(n=43)

製造業(n=133)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=11)

卸売業(n=100)

小売業(n=16)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=33)

その他(n=38)

増加させたい 現状維持 減少させたい

28.1

25.5

25.3

36.0

47.2

41.2

68.8

73.9

74.7

64.0

52.8

58.8

3.1

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=32)

1億円～5億円未満(n=157)

5億円～10億円未満(n=79)

10億円～30億円未満(n=89)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=17)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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【上記を除く正社員_男性の人員計画（業種別）】 

 
 

  【上記を除く正社員_男性の人員計画（売上高別）】 

 

51.5

68.3

43.0

100.0

92.3

46.7

55.9

56.0

50.0

28.6

47.1

50.0

60.0

16.7

51.4

46.2

46.7

31.7

55.1

7.7

53.3

41.5

40.0

50.0

71.4

52.9

100.0

50.0

40.0

83.3

48.6

48.1

1.8

1.9

2.5

4.0

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=553)

建設業(n=60)

製造業(n=158)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=118)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=52)

増加させたい 現状維持 減少させたい

40.0

50.7

62.8

45.5

63.0

55.6

55.0

47.0

37.2

52.5

35.2

44.4

5.0

2.3

2.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=40)

1億円～5億円未満(n=219)

5億円～10億円未満(n=94)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=18)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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【上記を除く正社員_女性の人員計画（業種別）】 

 

 

【上記を除く正社員_女性の人員計画（売上高別）】 

 

38.5

38.0

34.7

40.0

100.0

30.8

35.1

41.7

25.0

38.5

43.8

50.0

50.0

56.8

34.1

60.4

62.0

64.0

60.0

69.2

62.2

54.2

75.0

61.5

56.3

100.0

50.0

50.0

100.0

43.2

65.9

1.2

1.3

2.7

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=512)

建設業(n=50)

製造業(n=150)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=13)

卸売業(n=111)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=44)

増加させたい 現状維持 減少させたい

33.3

37.6

47.7

27.7

53.6

44.4

61.1

61.4

52.3

72.3

42.9

55.6

5.6

1.0

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=36)

1億円～5億円未満(n=197)

5億円～10億円未満(n=86)

10億円～30億円未満(n=94)

30億円～100億円未満(n=56)

100億円以上(n=18)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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  【その他（契約社員・短時間労働者_男性の人員計画）（業種別）】 

 

 

  【その他（契約社員・短時間労働者_男性の人員計画）（売上高別）】 

 

19.5

17.1

17.0

18.2

7.9

40.0

16.7

16.7

57.1

31.3

26.5

32.6

74.8

78.0

74.8

100.0

63.6

100.0

86.8

60.0

100.0

83.3

66.7

100.0

42.9

68.8

100.0

67.6

62.8

5.7

4.9

8.1

18.2

5.3

16.7

5.9

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=436)

建設業(n=41)

製造業(n=135)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=12)

卸売業(n=76)

小売業(n=20)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=12)

宿泊業(n=1)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=43)

増加させたい 現状維持 減少させたい

33.3

19.3

24.7

13.0

12.5

25.0

63.9

73.3

72.6

80.5

85.4

56.3

2.8

7.5

2.7

6.5

2.1

18.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=36)

1億円～5億円未満(n=161)

5億円～10億円未満(n=73)

10億円～30億円未満(n=77)

30億円～100億円未満(n=48)

100億円以上(n=16)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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 【その他（契約社員・短時間労働者_女性の人員計画）（業種別）】 

 

 

 【その他（契約社員・短時間労働者_女性の人員計画）（売上高別）】 

 

19.1

16.2

16.3

22.2

16.5

35.0

9.1

8.3

57.1

20.0

37.1

17.9

74.6

75.7

74.8

100.0

55.6

100.0

78.5

65.0

100.0

90.9

75.0

100.0

42.9

80.0

100.0

57.1

76.9

6.4

8.1

8.9

22.2

5.1

16.7

5.7

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=425)

建設業(n=37)

製造業(n=135)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=9)

運輸業(n=10)

卸売業(n=79)

小売業(n=20)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=12)

宿泊業(n=1)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=39)

増加させたい 現状維持 減少させたい

29.0

18.5

23.3

11.5

20.8

13.3

67.7

73.9

72.6

82.1

75.0

66.7

3.2

7.6

4.1

6.4

4.2

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=31)

1億円～5億円未満(n=157)

5億円～10億円未満(n=73)

10億円～30億円未満(n=78)

30億円～100億円未満(n=48)

100億円以上(n=15)

増加させたい 現状維持 減少させたい
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 （17）Q20_正社員の目標数値 

 
Q20.今後の目標としている正社員の男女間の比率について、当てはまるもの 1 つ

に○をつけてください。 また、「1.目標数値がある」に○をした場合、数値をご

記入ください。(SA) 

 

正社員の目標数値については、「目標数値がある」と回答した事業所は全体の 12.0%

にとどまった。「目標数値がある」と回答した事業所の内、男性社員の目標数値の平

均比率は 58.5%、女性社員の目標数値の平均比率は 38.3%であった。 

業種別では、「目標数値がある」と回答した事業所の比率が高かったのは情報通信

業であった。 

      

 

 

 

【正社員の目標数値の有無】 

 

 

 

 

 

 

   【正社員の目標数値が有りの比率（業種別）】 

 

※グラフに表示のない業種は 0.0％ 

23.1

19.0

17.7

17.6

16.4

10.3

8.3

7.1

7.1

5.5

0% 5% 10% 15% 20% 25%

情報通信業(n=13)

小売業(n=21)

卸売業(n=113)

医療･福祉業(n=34)

建設業(n=55)

製造業(n=155)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

運輸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=14)

その他(n=55) n=486

目標数値

がある

12.0%

目標数値は

意識してい

ない

88.0%

n=533



58 

 （18）Q21_雇用面での課題 

 
Q21. 雇用で課題と感じているものについて、当てはまるもの全てに○をつけてく

ださい。(MA) 

 
雇用面での課題について、「従業員の高齢化」を挙げる事業所が全体の 62.8%で最も

多かった。次いで、「人材不足」（54.4%）、「人件費の高騰」（33.9%）の順であった。

業種別で見ると、不動産業・物品賃貸業、飲食サービス業、教育・学習支援業、医療・

福祉業といった業種では、雇用面での課題として「従業員の高齢化」を挙げる比率が

その他の業種と比べて低かった。 

 
 【雇用面での課題】 

 

 

【雇用面での課題（業種別）】 

 

62.8

54.4

33.9

25.1

21.7

13.9

8.6

4.5

3.3

5.9

3.8

5.9

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

従業員の高齢化

人材不足

人件費の高騰

技術継承の難航

後継者不足

定着率の低下

残業時間増加などの労働環境の悪化

事業所における育児支援環境の整備

事業所における介護支援環境の整備

ｽﾄﾚｽ･うつを訴える従業員の増加

体調不良を訴える従業員の増加

特になし

その他 n=581（MA）

従業員の

高齢化
人材不足

人件費の

高騰

技術継承

の難航

後継者

不足

定着率の

低下

残業時間
増加など

の労働環

境の悪化

事業所に
おける育

児支援環

境の整備

事業所に
おける介

護支援環

境の整備

ｽﾄﾚｽ･う
つを訴え

る従業員

の増加

体調不良
を訴える

従業員の

増加

特になし その他

全体(n=581) 62.8 54.4 33.9 25.1 21.7 13.9 8.6 4.5 3.3 5.9 3.8 5.9 1.7

建設業(n=60) 66.7 71.7 20.0 36.7 26.7 13.3 11.7 1.7 0.0 3.3 5.0 5.0 1.7

製造業(n=166) 66.3 43.4 28.3 35.5 28.3 9.0 8.4 4.8 3.6 3.6 3.6 5.4 0.0

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5) 80.0 40.0 0.0 60.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業(n=13) 53.8 76.9 23.1 15.4 38.5 0.0 15.4 7.7 7.7 23.1 7.7 0.0 7.7

運輸業(n=16) 100.0 68.8 56.3 6.3 25.0 25.0 25.0 0.0 0.0 18.8 6.3 0.0 0.0

卸売業(n=121) 66.1 54.5 35.5 18.2 9.1 7.4 5.8 4.1 1.7 3.3 2.5 6.6 0.0

小売業(n=26) 50.0 50.0 42.3 7.7 15.4 19.2 7.7 3.8 3.8 0.0 7.7 7.7 0.0

金融･保険業(n=4) 50.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=15) 26.7 33.3 26.7 26.7 13.3 13.3 0.0 20.0 13.3 0.0 0.0 33.3 0.0

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17) 64.7 76.5 17.6 52.9 23.5 11.8 11.8 0.0 0.0 11.8 0.0 0.0 0.0

宿泊業(n=2) 50.0 50.0 100.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9) 22.2 66.7 44.4 11.1 22.2 55.6 22.2 0.0 0.0 0.0 0.0 11.1 0.0

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15) 66.7 53.3 66.7 13.3 26.7 20.0 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7 0.0

教育･学習支援業(n=6) 33.3 16.7 50.0 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0

医療･福祉業(n=38) 44.7 73.7 57.9 5.3 18.4 34.2 5.3 5.3 2.6 21.1 7.9 0.0 10.5

その他(n=59) 66.1 50.8 33.9 16.9 27.1 20.3 8.5 8.5 10.2 6.8 5.1 5.1 6.8

※網掛けは50％以上の値
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２.働きやすい職場環境について 

 
 （1）Q22_ワーク・ライフ・バランスの認知度 

 
Q22.「ワーク・ライフ・バランス」について、当てはまるもの 1 つに○をつけて

ください。(SA) 

 
ワーク・ライフ・バランスの認知度については、「知っている」と「聞いたことが

ある」を合わせて全体で 77.9%であった。売上高別で見ると、「1億円未満」を除き売

上規模が大きくなるほど、ワーク・ライフ・バランスの認知度は高まる傾向にあった。 

 

【ワーク・ライフ・バランスの認知度（業種別）】 

 

37.9

31.7

34.6

60.0

76.9

35.7

29.9

19.2

75.0

46.7

53.3

22.2

50.0

33.3

63.9

45.0

40.0

40.0

42.0

40.0

15.4

64.3

44.4

53.8

25.0

33.3

26.7

50.0

55.6

18.8

66.7

19.4

38.3

22.2

28.3

23.5

7.7

25.6

26.9

20.0

20.0

50.0

22.2

31.3

16.7

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=568)

建設業(n=60)

製造業(n=162)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=117)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=15)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=60)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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【ワーク・ライフ・バランスの認知度（売上高別）】 

 

31.0

29.3

38.3

43.3

54.5

63.2

35.7

43.1

38.3

41.2

34.5

26.3

33.3

27.6

23.4

15.5

10.9

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=225)

5億円～10億円未満(n=94)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=55)

100億円以上(n=19)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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 （2）Q23_ワーク・ライフ・バランスに関する制度や事業の認知度  

 
Q23.国や東京都の「ワーク・ライフ・バランス」等を推進する制度や事業に関

する認知・取得状況 及び活用状況について、当てはまるものそれぞれ 1つずつに

○をつけてください。(SA) 

 
５つの項目において９割以上の事業者が未取得・未登録・未活用であった。その中

でも、「子育てサポート企業認定」は比較的認知度が高い結果となった。業種別では、

制度ごとで違いはあるものの、建設業、卸売業、運輸業等の業種で、各制度や事業の

認知度が低い結果となった。売上規模別では、「①子育てサポート企業（くるみん）

認定」制度、「②職業生活と家庭生活の両立支援に取り組む事業主向けの国の助成金

制度」において、売上規模の大きい事業所での認知度が高い結果となった。 

 

【ワーク・ライフ・バランスに関する制度や事業の取得状況】 

 

【ワーク・ライフ・バランスに関する制度や事業の認知度】 

   

1.9

2.2

0.3

0.3

0.6

98.1

97.8

99.7

99.7

99.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子育てｻﾎﾟｰﾄ企業認定(n=366)

②職業生活と家庭生活の両立支援の助成金制度(n=365)

③東京ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ企業認定(n=360)

④とうきょう次世代育成ｻﾎﾟｰﾄ企業登録(n=362)

⑤東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金(n=356)

取得済・登録済・活用済 未取得・未登録・未活用

16.8

12.5

7.9

6.2

8.3

34.8

33.4

25.9

21.0

34.3

48.4

54.1

66.1

72.8

57.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①子育てｻﾎﾟｰﾄ企業認定(n=566)

②職業生活と家庭生活の両立支援の助成金制度(n=566)

③東京ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ企業認定(n=567)

④とうきょう次世代育成ｻﾎﾟｰﾄ企業登録(n=567)

⑤東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金(n=568)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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【①子育てサポート企業（くるみん）認定の認知度（業種別）】 

 
 

  【①子育てサポート企業（くるみん）認定の認知度（売上高別）】 

 

16.8

16.9

14.0

25.0

58.3

23.5

6.7

22.2

50.0

23.1

17.6

21.4

22.2

30.4

34.8

33.9

34.8

25.0

16.7

35.3

40.0

33.3

25.0

38.5

23.5

50.0

37.5

50.0

66.7

27.8

28.6

48.4

49.2

51.2

50.0

25.0

41.2

53.3

44.4

25.0

38.5

58.8

50.0

62.5

28.6

33.3

50.0

41.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=566)

建設業(n=59)

製造業(n=164)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=17)

卸売業(n=120)

小売業(n=27)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=56)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

18.6

8.7

14.1

18.2

33.3

55.0

39.5

33.5

29.3

41.4

31.6

20.0

41.9

57.8

56.5

40.4

35.1

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=43)

1億円～5億円未満(n=218)

5億円～10億円未満(n=92)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=57)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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【②事業主向けの国の助成金制度の認知度（業種別）】 

 
 

【②事業主向けの国の助成金制度の認知度（売上高別）】 

 

12.5

8.5

12.3

20.0

41.7

17.6

5.0

11.5

25.0

14.3

23.5

21.4

16.2

19.6

33.4

28.8

32.7

40.0

25.0

29.4

32.8

42.3

50.0

64.3

17.6

50.0

37.5

21.4

50.0

40.5

33.9

54.1

62.7

54.9

40.0

33.3

52.9

62.2

46.2

25.0

21.4

58.8

50.0

62.5

57.1

50.0

43.2

46.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=566)

建設業(n=59)

製造業(n=162)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=17)

卸売業(n=119)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=56)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

18.2

8.7

11.8

12.4

21.1

31.6

36.4

29.7

24.7

43.3

35.1

31.6

45.5

61.6

63.4

44.3

43.9

36.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=44)

1億円～5億円未満(n=219)

5億円～10億円未満(n=93)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=57)

100億円以上(n=19)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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  【③東京ワーク・ライフ・バランス企業認定の認知度（業種別）】 

 
 

  【③東京ワーク・ライフ・バランス企業認定の認知度（売上高別）】 

 

7.9

1.7

8.0

20.0

33.3

17.6

3.4

3.7

25.0

7.1

11.8

14.3

11.1

14.0

25.9

30.5

25.3

60.0

33.3

11.8

26.1

37.0

50.0

21.4

17.6

50.0

25.0

21.4

66.7

11.1

22.8

66.1

67.8

66.7

20.0

33.3

70.6

70.6

59.3

25.0

71.4

70.6

50.0

75.0

64.3

33.3

77.8

63.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=567)

建設業(n=59)

製造業(n=162)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=17)

卸売業(n=119)

小売業(n=27)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=57)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

15.9

5.5

7.6

8.1

12.3

5.0

22.7

22.0

26.1

32.3

26.3

25.0

61.4

72.5

66.3

59.6

61.4

70.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=44)

1億円～5億円未満(n=218)

5億円～10億円未満(n=92)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=57)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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  【④とうきょう次世代育成サポート企業登録の認知度（業種別）】 

 
 

   【④とうきょう次世代育成サポート企業登録の認知度（売上高別）】 

 

6.2

1.7

5.5

20.0

33.3

11.8

1.7

3.7

7.1

11.8

14.3

10.8

10.5

21.0

25.4

22.1

20.0

8.3

17.6

16.0

37.0

50.0

14.3

23.5

50.0

28.6

14.3

16.7

13.5

24.6

72.8

72.9

72.4

60.0

58.3

70.6

82.4

59.3

50.0

78.6

64.7

50.0

71.4

71.4

83.3

75.7

64.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=567)

建設業(n=59)

製造業(n=163)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=17)

卸売業(n=119)

小売業(n=27)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=57)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

11.4

3.2

7.4

7.1

8.9

10.0

18.2

18.4

24.5

20.2

19.6

25.0

70.5

78.3

68.1

72.7

71.4

65.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=44)

1億円～5億円未満(n=217)

5億円～10億円未満(n=94)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=56)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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  【⑤東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金の認知度（業種別）】 

 
 

  【⑤東京都中小企業雇用環境整備推進奨励金の認知度（売上高別）】 

 

8.3

1.7

8.6

40.0

41.7

11.8

3.3

7.1

5.9

23.1

10.8

17.2

34.3

35.6

33.3

20.0

25.0

23.5

35.0

57.7

75.0

42.9

41.2

50.0

37.5

15.4

33.3

32.4

25.9

57.4

62.7

58.0

40.0

33.3

64.7

61.7

42.3

25.0

50.0

52.9

50.0

62.5

61.5

66.7

56.8

56.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=568)

建設業(n=59)

製造業(n=162)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=17)

卸売業(n=120)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=58)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

18.2

6.4

9.7

8.1

7.0

5.0

27.3

31.7

38.7

36.4

38.6

25.0

54.5

61.9

51.6

55.6

54.4

70.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=44)

1億円～5億円未満(n=218)

5億円～10億円未満(n=93)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=57)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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 （3）Q24_ワーク・ライフ・バランスの取組状況と意向 

 
Q24.「ワーク・ライフ・バランス」への取り組み状況及び意向について、当ては

まるものそれぞれ 1 つずつに○をつけてください。(SA)     

※「既に取り組んでいる」は現時点で取り組んでいる場合のみ○をつけてくださ

い。過去に取り組んでいた場合でも、取り組みをやめてしまった場合は今後の取

り組み予定有無として「今後取り組む予定である」「取り組みたいが、現状は不

可能である」「今後も取り組む予定はない」のいずれかに○をつけてください。 

 
 ワーク・ライフ・バランスの取組状況及び意向について、「1_仕事の見直しや長時

間労働の削減」と「9_年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進」の設問で、「既

に取り組んでいる」、「取り組んではいるが、内容は不十分である」を合わせた比率が

50％を上回った。「2_男性の育児支援参加の促進」、「3_男性の介護支援参加の促進」、

「4_育児等対象者と非対象者に不公平感の出ない制度の設置」の 3 設問に関しては、

「既に取り組んでいる」と回答した事業所の比率が 10％に達していない。 

 

 【ワーク・ライフ・バランスの取組状況と意向】 

 

33.9

8.9

7.6

8.4

10.0

10.0

15.6

23.4

28.7

11.3

14.1

10.6

2.5

23.9

9.6

9.1

6.7

8.4

8.8

11.5

10.7

22.2

13.4

21.2

16.5

2.5

17.5

22.9

26.6

26.9

27.6

32.7

23.8

15.7

19.9

30.7

28.8

31.7

20.0

17.2

36.9

38.0

34.0

29.0

27.8

24.4

29.4

20.4

26.5

21.7

24.3

32.5

7.5

21.7

18.6

24.0

24.9

20.7

24.6

20.8

8.8

18.1

14.1

16.7

42.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_仕事の見直しや長時間労働の削減

(n=548)

2_男性の育児支援参加の促進(n=529)

3_男性の介護支援参加の促進(n=526)

4_育児等対象者と非対象者に不公平感の

出ない制度の設置(n=524)

5_育児･介護等と仕事の両立支援のための

労使の話合い(n=510)

6_育児･介護等と仕事の両立支援のための

社員間の話合い(n=511)

7_社内の相談窓口の設置(n=520)

8_ﾉｰ残業ﾃﾞｰの運用(n=534)

9_年次有給休暇の取得の奨励､

計画的取得の推進(n=544)

10_従業員へﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに関する制度の

周知･PR(n=524)

11_従業員への意識啓発･研修(n=538)

12_管理者への研修(n=526)

13_その他(n=40)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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【1_仕事の見直しや長時間労働の削減（業種別）】 

 

  

33.9

17.5

35.2

80.0

61.5

18.8

31.6

29.2

61.5

52.9

50.0

46.7

33.3

40.5

37.7

23.9

24.6

27.0

30.8

12.5

17.5

25.0

50.0

7.7

5.9

26.7

33.3

32.4

30.2

17.5

21.1

13.2

20.0

25.0

24.6

12.5

25.0

7.7

29.4

50.0

42.9

13.3

13.5

15.1

17.2

31.6

16.4

7.7

43.8

15.8

25.0

7.7

11.8

14.3

13.3

16.7

10.8

13.2

7.5

5.3

8.2

10.5

8.3

25.0

15.4

42.9

16.7

2.7

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=548)

建設業(n=57)

製造業(n=159)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=114)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=53)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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【2_男性の育児支援参加の促進（業種別）】 

 

8.9

3.6

6.5

20.0

15.4

7.1

7.1

4.2

30.8

17.6

14.3

2.9

22.0

9.6

7.3

10.5

23.1

7.1

7.1

12.5

7.7

17.6

17.6

12.0

22.9

23.6

15.0

20.0

23.1

35.7

29.2

25.0

50.0

23.1

23.5

50.0

14.3

28.6

20.0

35.3

18.0

36.9

49.1

38.6

40.0

38.5

35.7

36.3

41.7

25.0

7.7

41.2

28.6

50.0

60.0

23.5

26.0

21.7

16.4

29.4

20.0

14.3

20.4

16.7

25.0

30.8

50.0

57.1

7.1

20.0

20.6

22.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=529)

建設業(n=55)

製造業(n=153)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=113)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=50)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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【3_男性の介護支援参加の促進（業種別）】 

 

  

7.6

3.6

5.2

20.0

15.4

6.7

5.4

4.3

30.8

23.5

14.3

5.9

14.6

9.1

1.8

9.8

23.1

20.0

6.3

13.0

25.0

7.7

17.6

11.8

12.5

26.6

33.9

20.9

20.0

30.8

26.7

31.5

17.4

25.0

23.1

17.6

50.0

14.3

28.6

20.0

32.4

33.3

38.0

44.6

41.2

60.0

30.8

40.0

36.9

52.2

25.0

15.4

41.2

50.0

28.6

42.9

60.0

29.4

18.8

18.6

16.1

22.9

6.7

19.8

13.0

25.0

23.1

57.1

14.3

20.0

20.6

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=526)

建設業(n=56)

製造業(n=153)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=111)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=48)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



71 

    【4_育児等対象者と非対象者に不公平感の出ない制度の設置（業種別）】 

 

8.4

7.1

5.9

20.0

7.7

13.3

5.3

13.6

25.0

16.7

18.8

21.4

20.0

2.9

14.9

6.7

7.1

7.2

23.1

5.3

50.0

6.3

14.7

4.3

26.9

23.2

22.2

40.0

38.5

33.3

32.7

18.2

16.7

25.0

50.0

14.3

21.4

40.0

29.4

38.3

34.0

39.3

37.3

40.0

23.1

33.3

31.9

50.0

33.3

31.3

28.6

42.9

41.2

17.0

24.0

23.2

27.5

7.7

20.0

24.8

18.2

25.0

33.3

18.8

50.0

57.1

14.3

40.0

11.8

25.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=524)

建設業(n=56)

製造業(n=153)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=113)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=47)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



72 

    【5_育児･介護等と仕事の両立支援のための労使の話合い（業種別）】 

 

  

10.0

7.4

7.5

25.0

23.1

7.1

7.2

5.0

50.0

8.3

18.8

21.4

20.0

20.6

10.4

8.4

7.4

8.9

15.4

28.6

4.5

5.0

25.0

8.3

18.8

11.8

6.3

27.6

29.6

24.7

25.0

30.8

7.1

31.5

15.0

25.0

18.8

50.0

14.3

14.3

40.0

35.3

43.8

29.0

29.6

33.6

50.0

30.8

35.7

30.6

55.0

25.0

25.0

28.6

28.6

17.6

12.5

24.9

25.9

25.3

21.4

26.1

20.0

25.0

33.3

18.8

50.0

57.1

35.7

40.0

14.7

27.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=510)

建設業(n=54)

製造業(n=146)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=111)

小売業(n=20)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=48)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



73 

    【6_育児･介護等と仕事の両立支援のための社員間の話合い（業種別）】 

 

 

10.0

9.1

5.4

20.0

30.8

7.1

6.4

9.5

25.0

16.7

12.5

14.3

20.0

20.6

17.4

8.8

7.3

10.9

7.7

28.6

4.5

4.8

50.0

8.3

12.5

7.1

17.6

32.7

32.7

32.0

40.0

30.8

7.1

36.4

14.3

25.0

33.3

31.3

50.0

14.3

35.7

40.0

32.4

47.8

27.8

30.9

29.3

40.0

30.8

35.7

29.1

52.4

16.7

25.0

50.0

28.6

28.6

17.6

13.0

20.7

20.0

22.4

21.4

23.6

19.0

25.0

18.8

57.1

14.3

40.0

11.8

21.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=511)

建設業(n=55)

製造業(n=147)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=110)

小売業(n=21)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=46)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



74 

    【7_社内の相談窓口の設置（業種別）】 
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7.3

11.5

30.8

23.1

9.8

21.7

25.0

15.4

29.4

50.0

20.0

25.0

25.5

11.5

9.1

12.8

15.4

23.1

7.1

8.7

15.4

5.9

7.1

27.8

12.8

23.8

25.5

23.6

60.0

30.8

7.7

23.2

13.0

25.0

15.4

29.4

50.0

14.3

35.7

40.0

19.4

27.7

24.4

34.5

23.0

40.0

23.1

30.8

31.3

26.1

25.0

15.4

17.6

28.6

13.9

17.0

24.6

23.6

29.1

15.4

28.6

30.4

25.0

38.5

17.6

50.0

57.1

7.1

40.0

13.9

17.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=520)

建設業(n=55)

製造業(n=148)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=13)

卸売業(n=112)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=47)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



75 

    【8_ノー残業デーの運用（業種別）】 

 

 

23.4

17.9

24.3

20.0

46.2

6.3

18.3

16.7

50.0

46.2

29.4

50.0

28.6

33.3

27.8

29.2

10.7

7.1

13.8

7.7

9.6

12.5

25.0

17.6

14.3

22.2

4.2

15.7

16.1

13.8

20.0

23.1

6.3

22.6

8.3

7.7

29.4

14.3

14.3

16.7

8.3

16.7

29.4

42.9

27.0

40.0

23.1

50.0

27.0

41.7

30.8

11.8

50.0

14.3

14.3

16.7

22.2

33.3

20.8

16.1

21.1

20.0

37.5

22.6

20.8

25.0

15.4

11.8

71.4

28.6

33.3

19.4

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=534)

建設業(n=56)

製造業(n=152)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=115)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=6)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=48)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



76 

    【9_年次有給休暇の取得の奨励､計画的取得の推進（業種別）】 

 

  

28.7

17.9

27.0

40.0

61.5

12.5

21.9

25.0

75.0

38.5

41.2

14.3

33.3

40.0

40.5

41.2

22.2

17.9

21.4

40.0

15.4

43.8

19.3

12.5

23.1

29.4

40.0

20.0

40.5

13.7

19.9

23.2

22.6

20.0

15.4

6.3

26.3

16.7

7.7

17.6

28.6

13.3

10.8

17.6

20.4

33.9

19.5

7.7

25.0

21.1

37.5

23.1

5.9

100.0

14.3

13.3

20.0

8.1

17.6

8.8

7.1

9.4

12.5

11.4

8.3

25.0

7.7

5.9

42.9

20.0

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=544)

建設業(n=56)

製造業(n=159)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=114)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=51)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない



77 

    【10_従業員へﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに関する制度の周知･PR（業種別）】 

 

11.3

9.4

5.3

23.1

20.0

4.4

8.7

25.0

16.7

37.5

21.4

22.9

24.5

13.4

13.2

16.6

30.8

6.7

12.3

8.7

25.0

6.3

21.4

17.1

10.2

30.7

28.3

27.2

80.0

23.1

20.0

33.3

26.1

25.0

33.3

37.5

14.3

21.4

40.0

37.1

38.8

26.5

30.2

31.1

20.0

23.1

26.7

28.9

47.8

16.7

12.5

50.0

28.6

21.4

20.0

14.3

12.2

18.1

18.9

19.9

26.7

21.1

8.7

25.0

33.3

6.3

50.0

57.1

14.3

40.0

8.6

14.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=524)

建設業(n=53)

製造業(n=151)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=15)

卸売業(n=114)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=49)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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   【11_従業員への意識啓発･研修（業種別）】 

 

  

14.1

18.2

8.3

46.2

12.5

11.2

8.7

25.0

41.2

28.6

19.4

18.4

21.2

18.2

21.7

40.0

15.4

18.8

15.5

26.1

75.0

25.0

17.6

21.4

27.8

28.6

28.8

27.3

27.4

60.0

23.1

25.0

31.9

21.7

23.5

50.0

37.5

42.9

60.0

27.8

34.7

21.7

27.3

24.8

15.4

31.3

22.4

39.1

25.0

11.8

25.0

7.1

13.9

12.2

14.1

9.1

17.8

12.5

19.0

4.3

25.0

25.0

5.9

50.0

37.5

40.0

11.1

6.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=538)

建設業(n=55)

製造業(n=157)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=116)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=49)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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    【12_管理者への研修（業種別）】 

 

  

10.6

9.4

5.3

60.0

30.8

14.3

4.3

4.5

23.1

29.4

35.7

16.7

18.4

16.5

13.2

16.0

23.1

7.1

13.0

18.2

75.0

15.4

17.6

21.4

20.0

33.3

12.2

31.7

37.7

30.0

20.0

23.1

28.6

36.5

18.2

15.4

35.3

100.0

37.5

28.6

40.0

19.4

42.9

24.3

22.6

28.0

20.0

15.4

35.7

24.3

54.5

15.4

11.8

12.5

7.1

25.0

18.4

16.7

17.0

20.7

7.7

14.3

21.7

4.5

25.0

30.8

5.9

50.0

7.1

40.0

5.6

8.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=526)

建設業(n=53)

製造業(n=150)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=115)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=49)

既に取り組んでいる 取り組んでいるが内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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 （4）Q25_ワーク・ライフ・バランスの取組効果 

 
Q25.「ワーク・ライフ・バランス」への取り組みを実施した変化として、当ては

まるものそれぞれ 1 つずつに○をつけてください。(SA) 

 
ワーク・ライフ・バランスの取組効果については、「7_従業員の労働意欲」が向上

したと回答する比率が高い結果となった。また、全体の 39.6%の事業所が「3_所定外

労働時間」が減少したと回答している。 
「1_業績・利益」「２_生産性・業務効率」「7_従業員の労働意欲」が向上した、ま

たは「3_所定外労働時間」が減少したと回答した事業所がどのような取組を既に行っ

ているかをみると、「仕事の見直しや長時間労働の削減」や「年次有給休暇の取得の

奨励、計画的取得の推進」に取り組んでいる事業所が多い結果となった。中でも、「２

_生産性・業務効率」が向上したと回答した事業所の 97.1%が「仕事の見直しや長時

間労働の削減」に既に取り組んでいる結果となった。 
※なお、サンプル数が 10 件未満の業種はグラフに掲載していない。 

 

 【ワーク・ライフ・バランスの取組効果】 

 

13.3

19.1

13.4

18.3

20.9

24.7

16.0

24.6

78.9

76.2

83.0

77.5

78.5

74.2

83.1

74.0

100.0

7.8

4.7

3.7

4.2

0.6

1.1

0.8

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_業績･利益(n=360)

2_生産性･業務効率(n=362)

4_優秀な人材の採用･確保(n=352)

5_優秀な人材の定着率(n=356)

6_出産･育児･介護休暇後の復帰率(n=330)

7_従業員の労働意欲(n=364)

8_企業ｲﾒｰｼﾞ(n=356)

9_職場の雰囲気(n=362)

12_その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

39.6 57.1

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3_所定外労働時間(n=366)

減少した 目立った変化なし 増加した

21.6

65.0

78.4

35.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10_育児経験や生活者の視点がﾋﾞｼﾞﾈｽに役立った

(n=319)

11_特に目立つ効果はなかった(n=320)

はい いいえ



81 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※詳細は「Ⅳ章 クロス集計による分析結果」参照 

 

 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （93.3％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（83.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （70.8％） 

４位  ノー残業デーの運用            （59.1％） 

５位  社内の相談窓口の設置           （55.3％） 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （97.1％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（79.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （71.6％） 

４位  ノー残業デーの運用            （53.0％） 

５位  社内の相談窓口の設置           （51.6％） 

生産性・業務効率が向上した事業所の主な取組内容（ｎ=69） 

従業員の労働意欲が向上した事業所の主な取組内容（ｎ=90） 

 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （89.6％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（77.1%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （68.8％） 

４位  ノー残業デーの運用            （46.8％） 

５位  管理者への研修              （41.7％） 

生産性・業務効率が向上した企業の主な取組内容 

１位  仕事の見直しや長時間労働の削減      （94.4％） 

２位  年次有給休暇の取得の奨励、計画的取得の推進（73.9%） 

３位  従業員への意識啓発・研修         （60.3％） 

４位  ノー残業デーの運用            （54.9％） 

５位  管理者への研修              （45.9％） 

業績・利益が向上した事業所の主な取組内容 （ｎ=48） 

所定外労働時間が減少した事業所の主な取組内容（ｎ=145） 
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【1_業績･利益（業種別）】 

 

    

【2_生産性･業務効率（業種別）】 

 

13.3

27.3

10.4

25.0

12.1

13.3

14.3

8.3

7.1

20.6

78.9

69.7

77.4

75.0

91.7

80.3

73.3

100.0

85.7

91.7

82.1

73.5

7.8

3.0

12.3

8.3

7.6

13.3

10.7

5.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=360)

建設業(n=33)

製造業(n=106)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=12)

卸売業(n=66)

小売業(n=15)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=14)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=28)

その他(n=34)

向上した 目立った変化なし 低下した

19.1

12.1

16.7

33.3

16.7

14.1

26.7

10.0

35.7

16.7

26.7

23.5

76.2

87.9

75.9

66.7

75.0

79.7

73.3

90.0

64.3

83.3

63.3

76.5

4.7

7.4

8.3

6.3

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=362)

建設業(n=33)

製造業(n=108)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=12)

卸売業(n=64)

小売業(n=15)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=14)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=34)

向上した 目立った変化なし 低下した
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【4_優秀な人材の採用･確保（業種別）】 

 

 

    【5_優秀な人材の定着率（業種別）】 

 

13.4

15.2

12.0

50.0

8.3

10.8

14.3

10.0

7.7

10.0

24.2

83.0

78.8

85.0

50.0

83.3

84.6

78.6

90.0

92.3

100.0

83.3

75.8

3.7

6.1

3.0

8.3

4.6

7.1

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=352)

建設業(n=33)

製造業(n=100)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=12)

卸売業(n=65)

小売業(n=14)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=33)

向上した 目立った変化なし 低下した

18.3

24.2

13.9

50.0

8.3

15.4

14.3

10.0

15.4

16.7

22.6

25.7

77.5

69.7

83.2

50.0

83.3

78.5

85.7

90.0

76.9

83.3

71.0

71.4

4.2

6.1

3.0

8.3

6.2

7.7

6.5

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=356)

建設業(n=33)

製造業(n=101)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=12)

卸売業(n=65)

小売業(n=14)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=35)

向上した 目立った変化なし 低下した
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    【6_出産･育児･介護休暇後の復帰率（業種別）】 

 

 

   【7_従業員の労働意欲（業種別）】 

 

20.9

17.2

16.3

18.2

10.0

13.6

23.1

20.0

23.1

25.0

36.7

32.4

78.5

82.8

83.7

81.8

90.0

84.7

76.9

80.0

76.9

75.0

60.0

67.6

0.6

1.7

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=330)

建設業(n=29)

製造業(n=92)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=10)

卸売業(n=59)

小売業(n=13)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=34)

向上した 目立った変化なし 低下した

24.7

29.4

20.8

41.7

18.2

18.2

33.3

20.0

30.8

33.3

32.3

30.6

74.2

70.6

77.4

58.3

81.8

80.3

66.7

80.0

69.2

66.7

64.5

69.4

1.1

1.9

1.5

3.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=364)

建設業(n=34)

製造業(n=106)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=11)

卸売業(n=66)

小売業(n=15)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=36)

向上した 目立った変化なし 低下した
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 【8_企業イメージ（業種別）】 

 

 

    【9__職場の雰囲気（業種別）】 

 

16.0

30.0

15.9

33.3

9.1

9.2

13.3

10.0

15.4

8.3

17.9

20.0

83.1

70.0

84.1

66.7

90.9

87.7

86.7

90.0

84.6

91.7

78.6

80.0

0.8

3.1

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=356)

建設業(n=30)

製造業(n=107)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=11)

卸売業(n=65)

小売業(n=15)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=28)

その他(n=35)

向上した 目立った変化なし 低下した

24.6

22.6

21.5

50.0

18.2

16.7

33.3

36.4

23.1

41.7

33.3

30.6

74.0

77.4

77.6

50.0

81.8

80.3

66.7

63.6

76.9

50.0

63.3

69.4

1.4

0.9

3.0

8.3

3.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=362)

建設業(n=31)

製造業(n=107)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=11)

卸売業(n=66)

小売業(n=15)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=36)

向上した 目立った変化なし 低下した
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 【3__所定外労働時間（業種別）】 

 

 

   【10__育児経験や生活者の視点がﾋﾞｼﾞﾈｽに役立った（業種別）】 

 

39.6

30.3

39.4

50.0

25.0

39.4

42.9

40.0

42.9

50.0

33.3

41.7

57.1

60.6

54.1

50.0

75.0

59.1

57.1

60.0

57.1

50.0

63.3

58.3

3.3

9.1

6.4

1.5

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=366)

建設業(n=33)

製造業(n=109)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=12)

卸売業(n=66)

小売業(n=14)

不動産業､物品賃貸業(n=10)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=14)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=36)

減少した 目立った変化なし 増加した

21.6

13.3

14.9

27.3

10.0

18.6

30.8

33.3

8.3

36.0

27.3

78.4

86.7

85.1

72.7

90.0

81.4

69.2

66.7

91.7

64.0

72.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=319)

建設業(n=30)

製造業(n=87)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=10)

卸売業(n=59)

小売業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=12)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

医療･福祉業(n=25)

その他(n=33)

はい いいえ
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【11__特に目立つ効果はなかった（業種別）】 

 

 

 

 

 

 

 

  

65.0

73.3

68.2

45.5

80.0

70.7

30.8

61.5

54.5

51.9

64.7

35.0

26.7

31.8

54.5

20.0

29.3

69.2

38.5

45.5

48.1

35.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=320)

建設業(n=30)

製造業(n=88)

情報通信業(n=11)

運輸業(n=10)

卸売業(n=58)

小売業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=13)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=11)

医療･福祉業(n=27)

その他(n=34)

はい いいえ
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 （5）Q26_ワーク・ライフ・バランス推進する際の課題 

 
Q26.「ワーク・ライフ・バランス」への取り組みを進めるにあたって障害となる

ものについて、当てはまるもの全てに○をつけてください。※過去に取り組みを

やめてしまった場合は、やめた理由として挙げられるものに○をつけてください。

(MA) 

 

ワーク・ライフ・バランスを推進する際の課題については、「取り組みのためのノ

ウハウが不足している」と回答した事業所が 34.7%と最も高く、次いで、「資金に余裕

がない」（28.1%）、「ワーク・ライフ・バランスを検討する時間がない」（21.8%）の順

で続いている。 

 

【ワーク・ライフ・バランス推進する際の課題】 

 

34.7

28.1

21.8

20.7

19.1

18.7

16.0

15.6

13.8

11.1

7.4

4.3

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

取り組みのためのﾉｳﾊｳが不足している

資金に余裕がない

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽを検討する時間がない

費用対効果が見込まれない

特に必要がないと思っている

意識したことがなかった

業務上の制約があり､対応できない

従業員の理解が不足している

管理が複雑化し対応できなくなる

ﾄｯﾌﾟ･上司の意思･ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄが高くない

障害はない

その他 n=513（ＭＡ）
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【ワーク・ライフ・バランス推進する際の課題（業種別）】 

 

  

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･

ﾊﾞﾗﾝｽを

検討する

時間がな

い

資金に

余裕が

ない

ﾄｯﾌﾟ･上

司の意

思･ｺﾐｯﾄﾒ

ﾝﾄが高く

ない

従業員の

理解が
不足して

いる

費用対効

果が見込

まれない

管理が複

雑化し対
応できな

くなる

取り組み

のための

ﾉｳﾊｳが不

足してい

る

業務上の

制約があ
り､対応

できない

特に必要

がないと
思ってい

る

意識した

ことがな

かった

障害は
ない

その他

全体(n=513) 21.8 28.1 11.1 15.6 20.7 13.8 34.7 16.0 19.1 18.7 7.4 4.3

建設業(n=55) 23.6 29.1 12.7 25.5 21.8 16.4 36.4 16.4 30.9 16.4 1.8 3.6

製造業(n=151) 21.2 31.1 8.6 14.6 25.2 13.2 32.5 9.3 16.6 19.9 7.9 5.3

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5) 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 60.0 20.0

情報通信業(n=12) 16.7 33.3 8.3 16.7 0.0 25.0 50.0 16.7 16.7 0.0 25.0 0.0

運輸業(n=15) 26.7 26.7 20.0 20.0 33.3 13.3 40.0 40.0 20.0 26.7 0.0 6.7

卸売業(n=103) 19.4 29.1 13.6 15.5 14.6 10.7 36.9 11.7 24.3 23.3 2.9 3.9

小売業(n=21) 19.0 28.6 9.5 9.5 28.6 23.8 28.6 42.9 23.8 9.5 0.0 0.0

金融･保険業(n=4) 0.0 25.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 0.0 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=11) 9.1 9.1 18.2 27.3 18.2 9.1 27.3 9.1 0.0 27.3 36.4 0.0

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16) 31.3 25.0 0.0 25.0 12.5 0.0 43.8 12.5 18.8 0.0 12.5 0.0

宿泊業(n=2) 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7) 28.6 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 14.3 57.1 28.6 0.0 14.3

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15) 13.3 33.3 6.7 0.0 46.7 6.7 40.0 46.7 0.0 13.3 0.0 0.0

教育･学習支援業(n=5) 40.0 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0 20.0 0.0 40.0 0.0 0.0 0.0

医療･福祉業(n=34) 32.4 23.5 5.9 11.8 17.6 20.6 32.4 23.5 8.8 23.5 8.8 5.9

その他(n=49) 18.4 22.4 20.4 16.3 16.3 18.4 38.8 20.4 12.2 16.3 14.3 6.1

※網掛けは30％以上の値
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 （6）Q27_正社員の年次有給休暇の取得状況  

 
Q27. 正社員の年次有給休暇の取得状況について、数値をご記入ください。 

 
正社員の年次有給休暇の取得状況は、全体では 44.4%となった。また、取得日数の

全体平均は 9.8 日であった。売上高別、従業員数別では明確な差は見られなかった。 

  

【有給休暇取得率（業種別）】 

 

  

67.3

61.9

61.8

58.8

55.4

51.3

48.2

47.5

46.2

44.4

42.9

42.2

41.1

40.7

39.4

2.5

0.0

0% 20% 40% 60% 80%

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=4)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=14)

情報通信業(n=11)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

金融･保険業(n=3)

不動産業､物品賃貸業(n=9)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=12)

運輸業(n=7)

全体(n=295)

建設業(n=34)

卸売業(n=68)

製造業(n=84)

小売業(n=9)

その他(n=27)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=2)

宿泊業(n=0)
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【有給休暇取得率（売上高別）】 

 

 

 【有給休暇取得率（従業員数別）】 

 

  

33.5

46.1

46.0

45.0

36.2

43.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

1億円未満(n=15)

1億円～5億円未満(n=118)

5億円～10億円未満(n=52)

10億円～30億円未満(n=59)

30億円～100億円未満(n=32)

100億円以上(n=10)

48.8

38.4

48.1

39.7

44.4

52.1

43.2

46.4

45.6

49.7

49.1

38.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

10人未満(n=103,n=185)

10人～20人(n=92,n=51)

21人～50人(n=58,n=36)

51人～100人(n=25,n=9)

101人～300人(n=12,n=6)

301人以上(n=3,n=2)

男性 女性



92 

【有給休暇年間平均取得日数（業種別）】 

 
 

  

15.6

13.4

13.1

11.3

10.9

9.8

9.8

9.6

9.6

9.5

9.4

9.3

9.0

8.5

7.2

3.0

2.5

0日 5日 10日 15日 20日

教育･学習支援業(n=3)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=5)

建設業(n=36)

医療･福祉業(n=13)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

全体(n=323)

情報通信業(n=11)

卸売業(n=71)

不動産業､物品賃貸業(n=9)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=12)

製造業(n=99)

金融･保険業(n=3)

運輸業(n=7)

その他(n=29)

小売業(n=13)

宿泊業(n=1)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=2)
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【有給休暇年間平均取得日数（売上高別）】 

 

 

【有給休暇年間平均取得日数（従業員数別）】 

 

 

 

 

  

11.4

8.9

9.3

13.1

6.4

9.2

0日 2日 4日 6日 8日 10日 12日 14日

1億円未満(n=20)

1億円～5億円未満(n=136)

5億円～10億円未満(n=56)

10億円～30億円未満(n=61)

30億円～100億円未満(n=31)

100億円以上(n=10)

9.0

8.9

12.8

10.7

8.9

11.9

9.5

10.2

11.5

9.5

9.7

9.3

0日 2日 4日 6日 8日 10日 12日 14日

10人未満(n=114,n=201)

10人～20人(n=105,n=57)

21人～50人(n=63,n=38)

51人～100人(n=23,n=11)

101人～300人(n=13,n=6)

301人以上(n=3,n=2)

男性 女性
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 （7）Q28_年次有給休暇の計画的付与  

  
Q28.年次有給休暇の計画的付与を導入していますか。当てはまるもの 1 つに○を

ご記入ください。（SA） 

 

年次有給休暇の計画的付与を導入している事業所は 34.7％となった。売上高別では、

1 億円〜5億円未満で導入している比率が 26.0%で最も低くなり、以降売上高が増加す

るにつれて導入している比率が高くなる結果となった。また、女性従業員数が 101 人

を超える事業所は導入している比率が非常に高い。 

  
【年次有給休暇の計画的付与（業種別）】 

 

34.7

38.2

30.2

20.0

66.7

18.8

34.9

28.0

75.0

61.5

31.3

38.5

40.0

40.0

38.6

65.3

61.8

69.8

80.0

33.3

81.3

65.1

72.0

25.0

38.5

68.8

100.0

100.0

61.5

60.0

60.0

61.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=513)

建設業(n=55)

製造業(n=149)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=16)

卸売業(n=106)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=4)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=44)

導入している 導入していない
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【年次有給休暇の計画的付与（売上高別）】 

 

 

 【年次有給休暇の計画的付与（男性従業員数別）】 

 

 

 【年次有給休暇の計画的付与（女性従業員数別）】 

 

42.1

26.0

28.2

35.1

51.9

63.2

57.9

74.0

71.8

64.9

48.1

36.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=38)

1億円～5億円未満(n=196)

5億円～10億円未満(n=85)

10億円～30億円未満(n=94)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=19)

導入している 導入していない

33.3

30.4

43.0

31.6

40.9

50.0

66.7

69.6

57.0

68.4

59.1

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=177)

10人～20人(n=161)

21人～50人(n=100)

51人～100人(n=38)

101人～300人(n=22)

301人以上(n=6)

導入している 導入していない

32.7

37.1

27.9

36.4

81.8

75.0

67.3

62.9

72.1

63.6

18.2

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=300)

10人～20人(n=89)

21人～50人(n=68)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

導入している 導入していない
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 （8）Q29_労働関係制度の導入状況 

  
Q29. 貴社における労働関係制度の導入状況及び意向について、当てはまるものそ

れぞれ 1つずつに○をご記入ください。（SA） 

 
労働関係制度の導入状況については、導入済は「3_出産休業制度」が 60.3%と最も

多く、次いで「1_育児休業制度」（59.6%）、「8_半日・時間単位の有給制度」（56.3%）

の順となった。 

業種別では、情報通信業は出産休業制度や在宅勤務制度など、比較的労働関係制度

の導入率が高い。 

 

  【労働関係制度の導入状況】 

 

59.6

51.4

60.3

36.5

41.7

13.5

3.6

56.3

33.7

26.8

0.8

4.1

25.3

4.3

7.7

5.4

8.6

9.9

8.6

4.4

6.6

7.8

14.6

1.9

3.9

7.6

4.3

16.5

22.2

15.1

23.8

19.4

22.3

20.3

14.2

21.5

18.1

11.7

17.6

12.4

27.7

19.7

18.7

19.2

31.1

29.0

55.5

71.7

22.9

37.0

40.5

85.6

74.5

54.7

68.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_育児休業制度(n=539)

2_介護休業制度(n=535)

3_出産休業制度(n=536)

4_子供の看護休暇制度(n=521)

5_短時間勤務制度(n=525)

6_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度(n=524)

7_在宅勤務制度(n=523)

8_半日･時間単位の有給制度(n=529)

9_所定時間外労働の免除制度(n=516)

10_再雇用制度(n=514)

11_事業所内託児施設の設置(n=520)

12_育児ｻｰﾋﾞｽの利用に対する

経済的補助(n=517)

13_転勤･配置転換の配慮(n=510)

14_その他(n=47)

導入済

導入予定

導入したいが､現状は不可能

導入予定なし
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 【1_育児休業制度（業種別）】 

 

    【1_育児休業制度（売上高別）】 

 

59.6

50.9

54.2

60.0

100.0

64.7

53.0

50.0

100.0

83.3

62.5

16.7

60.0

80.0

80.6

76.0

4.3

4.6

20.0

7.8

3.8

13.3

20.0

2.0

16.5

17.5

20.3

23.5

16.5

23.1

18.8

50.0

6.7

16.7

12.0

19.7

31.6

20.9

20.0

11.8

22.6

23.1

16.7

18.8

50.0

83.3

20.0

2.8

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=539)

建設業(n=57)

製造業(n=153)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=115)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=50)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

46.3

39.3

61.5

72.0

92.6

100.0

2.4

5.3

5.5

5.0

1.9

17.1

26.7

15.4

10.0

3.7

34.1

28.6

17.6

13.0

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=206)

5億円～10億円未満(n=91)

10億円～30億円未満(n=100)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=19)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【2_介護休業制度（業種別）】 

 

   【2_介護休業制度（売上高別）】 

 

51.4

40.4

41.8

60.0

92.3

64.7

43.8

48.0

75.0

75.0

68.8

16.7

60.0

80.0

75.0

68.0

7.7

7.0

9.2

20.0

9.8

8.0

8.3

13.3

20.0

2.8

6.0

22.2

31.6

30.1

29.4

22.3

20.0

25.0

12.5

50.0

6.7

16.7

14.0

18.7

21.1

19.0

20.0

7.7

5.9

24.1

24.0

16.7

18.8

50.0

83.3

20.0

5.6

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=535)

建設業(n=57)

製造業(n=153)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=112)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=50)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

40.5

31.9

51.7

62.6

85.2

100.0

11.9

6.4

10.1

8.1

9.3

14.3

36.3

19.1

14.1

5.6

33.3

25.5

19.1

15.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=204)

5億円～10億円未満(n=89)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=19)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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 【3_出産休業制度（業種別）】 

 

   【3_出産休業制度（売上高別）】 

 

60.3

49.1

57.9

80.0

100.0

58.8

54.9

50.0

100.0

83.3

68.8

16.7

60.0

80.0

77.8

68.0

5.4

5.3

5.9

8.8

7.7

13.3

20.0

2.0

15.1

14.0

18.4

23.5

15.0

19.2

12.5

50.0

16.7

6.7

19.4

12.0

19.2

31.6

17.8

20.0

17.6

21.2

23.1

16.7

18.8

50.0

66.7

20.0

2.8

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=536)

建設業(n=57)

製造業(n=152)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=113)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=50)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

46.3

40.8

64.4

72.7

88.7

100.0

2.4

8.3

4.4

4.0

5.7

17.1

23.8

14.4

10.1

1.9

34.1

27.2

16.7

13.1

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=206)

5億円～10億円未満(n=90)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=19)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし



100 

   【4_子供の看護休暇制度（業種別）】 

 

 【4_子供の看護休暇制度（売上高別）】 

 

36.5

28.6

28.1

40.0

76.9

52.9

27.9

32.0

75.0

66.7

50.0

46.7

60.0

48.6

53.2

8.6

5.4

5.5

20.0

7.7

5.9

13.5

8.0

8.3

12.5

20.0

20.0

8.6

6.4

23.8

30.4

31.5

20.0

23.5

23.4

36.0

25.0

18.8

50.0

16.7

6.7

22.9

10.6

31.1

35.7

34.9

20.0

15.4

17.6

35.1

24.0

25.0

18.8

50.0

83.3

26.7

20.0

20.0

29.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=521)

建設業(n=56)

製造業(n=146)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=111)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=47)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

31.7

22.3

35.6

41.7

64.2

75.0

4.9

8.4

11.5

9.4

11.3

19.5

33.7

24.1

18.8

9.4

43.9

35.6

28.7

30.2

15.1

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=202)

5億円～10億円未満(n=87)

10億円～30億円未満(n=96)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=16)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【5_短時間勤務制度（業種別）】 

 

   【5_短時間勤務制度（売上高別）】 

 

41.7

36.4

34.2

40.0

61.5

47.1

31.3

29.2

75.0

41.7

56.3

16.7

46.7

40.0

77.8

61.2

9.9

7.3

9.6

20.0

15.4

5.9

15.2

12.5

8.3

6.3

13.3

20.0

8.2

19.4

21.8

21.9

40.0

7.7

29.4

21.4

29.2

25.0

8.3

12.5

50.0

13.3

8.3

14.3

29.0

34.5

34.2

15.4

17.6

32.1

29.2

41.7

25.0

50.0

83.3

26.7

40.0

13.9

16.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=525)

建設業(n=55)

製造業(n=146)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=112)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=49)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

26.2

24.1

38.4

49.5

77.4

84.2

11.9

11.1

10.5

10.3

7.5

14.3

27.1

25.6

13.4

7.5

5.3

47.6

37.7

25.6

26.8

7.5

10.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=199)

5億円～10億円未満(n=86)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=19)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし



102 

  【6_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度（業種別）】 

 

    【6_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制度（売上高別）】 

 

13.5

7.3

13.4

20.0

23.1

5.9

11.7

12.5

8.3

18.8

6.7

23.5

25.0

8.6

10.9

9.4

15.4

5.9

9.0

16.7

8.3

12.5

20.0

2.1

22.3

25.5

24.8

40.0

30.8

11.8

24.3

25.0

8.3

18.8

50.0

13.3

40.0

11.8

18.8

55.5

56.4

52.3

40.0

30.8

76.5

55.0

45.8

100.0

75.0

50.0

50.0

100.0

60.0

60.0

64.7

54.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=524)

建設業(n=55)

製造業(n=149)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=111)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業

(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ

業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=34)

その他(n=48)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

15.0

8.0

19.3

9.3

18.9

33.3

12.5

9.5

5.7

11.3

7.5

10.0

27.0

27.3

17.5

17.0

11.1

62.5

55.5

47.7

61.9

56.6

55.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=40)

1億円～5億円未満(n=200)

5億円～10億円未満(n=88)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=18)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【7_在宅勤務制度（業種別）】 

 

   【7_在宅勤務制度（売上高別）】 

 

3.6

1.8

2.0

23.1

3.6

9.1

6.3

2.9

8.3

4.4

3.3

20.0

23.1

6.4

8.3

12.5

6.7

5.7

2.1

20.3

20.0

23.3

20.0

15.4

23.5

23.6

27.3

25.0

50.0

20.0

5.7

18.8

71.7

78.2

71.3

60.0

38.5

76.5

66.4

63.6

100.0

91.7

56.3

50.0

100.0

73.3

100.0

85.7

70.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=523)

建設業(n=55)

製造業(n=150)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=110)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=48)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

2.4

2.0

8.0

1.0

3.8

4.9

2.0

3.4

7.2

7.7

5.9

12.2

21.0

24.1

20.6

13.5

29.4

80.5

75.0

64.4

71.1

75.0

64.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=200)

5億円～10億円未満(n=87)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=17)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【8_半日･時間単位の有給制度（業種別）】 

 

   【8_半日･時間単位の有給制度（売上高別）】 

 

56.3

49.1

52.0

80.0

76.9

41.2

54.5

26.1

100.0

58.3

73.3

20.0

46.7

80.0

80.0

75.5

6.6

5.3

9.9

7.7

11.8

7.1

8.7

8.3

13.3

2.0

14.2

21.1

13.8

20.0

7.7

23.5

12.5

34.8

6.7

50.0

6.7

8.6

12.2

22.9

24.6

24.3

7.7

23.5

25.9

30.4

33.3

20.0

50.0

80.0

33.3

20.0

11.4

10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=529)

建設業(n=57)

製造業(n=152)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=112)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=49)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

34.1

44.0

65.2

65.0

72.2

81.3

4.9

7.0

3.4

9.0

9.3

17.1

20.5

14.6

7.0

7.4

6.3

43.9

28.5

16.9

19.0

11.1

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=200)

5億円～10億円未満(n=89)

10億円～30億円未満(n=100)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=16)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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 【9_所定時間外労働の免除制度（業種別）】 

 

   【9_所定時間外労働の免除制度（売上高別）】 

 

33.7

24.5

32.9

20.0

46.2

41.2

23.9

34.8

75.0

41.7

43.8

33.3

20.0

55.6

46.8

7.8

5.7

11.0

20.0

5.9

11.0

8.7

6.3

13.3

20.0

2.8

21.5

32.1

20.5

40.0

15.4

35.3

22.9

34.8

25.0

12.5

50.0

13.3

16.7

14.9

37.0

37.7

35.6

20.0

38.5

17.6

42.2

21.7

58.3

37.5

50.0

100.0

40.0

60.0

25.0

38.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=516)

建設業(n=53)

製造業(n=146)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=109)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=47)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

29.3

26.7

27.4

36.5

49.0

75.0

2.4

8.9

8.3

9.4

7.8

19.5

22.3

28.6

21.9

15.7

48.8

42.1

35.7

32.3

27.5

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=202)

5億円～10億円未満(n=84)

10億円～30億円未満(n=96)

30億円～100億円未満(n=51)

100億円以上(n=16)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【10_再雇用制度（業種別）】 

 

   【10_再雇用制度（売上高別）】 

 

26.8

24.1

25.5

20.0

46.2

29.4

22.9

27.3

18.2

26.7

20.0

60.0

54.3

25.0

14.6

11.1

16.6

7.7

11.8

17.4

13.6

9.1

13.3

16.7

20.0

20.0

11.4

12.5

18.1

22.2

19.3

20.0

29.4

21.1

27.3

25.0

26.7

50.0

33.3

6.7

11.4

8.3

40.5

42.6

38.6

60.0

46.2

29.4

38.5

31.8

75.0

72.7

33.3

50.0

50.0

53.3

20.0

22.9

54.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=514)

建設業(n=54)

製造業(n=145)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=109)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=48)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

24.4

20.7

31.0

22.1

39.6

35.3

4.9

16.7

14.3

16.8

20.8

9.8

21.2

22.6

17.9

9.4

23.5

61.0

41.4

32.1

43.2

30.2

41.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=198)

5億円～10億円未満(n=84)

10億円～30億円未満(n=95)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=17)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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【11_事業所内託児施設の設置（業種別）】 

 

    【11_事業所内託児施設の設置（売上高別）】 

 

0.8

0.7

2.9

4.3

1.9

3.7

2.0

7.7

1.8

6.7

6.7

11.7

11.1

10.1

23.1

11.8

13.6

26.1

8.3

6.7

50.0

13.3

11.4

6.4

85.6

85.2

87.2

100.0

69.2

88.2

84.5

73.9

100.0

91.7

86.7

50.0

100.0

80.0

100.0

85.7

89.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=520)

建設業(n=54)

製造業(n=149)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=110)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=47)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

4.9

1.0

1.9

1.5

2.3

2.1

3.8

7.3

14.6

11.4

11.5

7.5

12.5

87.8

83.8

86.4

85.4

86.8

87.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=198)

5億円～10億円未満(n=88)

10億円～30億円未満(n=96)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=16)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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   【12_育児サービスの利用に対する経済的補助（業種別）】 

 

   【12_育児サービスの利用に対する経済的補助（売上高別）】 

 

4.1

5.5

5.5

1.8

13.3

2.9

10.9

3.9

3.6

3.4

7.7

5.9

4.5

8.3

6.7

6.7

5.7

2.2

17.6

21.8

17.1

23.1

23.5

17.1

30.4

8.3

20.0

50.0

20.0

11.4

13.0

74.5

69.1

74.0

100.0

69.2

70.6

76.6

69.6

100.0

83.3

60.0

50.0

100.0

73.3

100.0

80.0

73.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=517)

建設業(n=55)

製造業(n=146)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=111)

小売業(n=23)

金融･保険業(n=3)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=46)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

2.4

1.5

3.4

8.2

5.7

2.4

3.1

3.4

3.1

7.5

7.3

22.4

21.6

9.3

20.8

13.3

87.8

73.0

71.6

79.4

66.0

86.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=196)

5億円～10億円未満(n=88)

10億円～30億円未満(n=97)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=15)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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 【13_転勤･配置転換の配慮（業種別）】 

 

    【13_転勤･配置転換の配慮（売上高別）】 

 

25.3

18.2

22.4

60.0

38.5

29.4

13.0

31.8

50.0

25.0

40.0

16.7

40.0

20.0

40.0

37.0

7.6

10.9

5.6

7.7

8.3

9.1

20.0

13.3

11.4

8.7

12.4

10.9

9.1

20.0

7.7

29.4

19.4

13.6

16.7

50.0

13.3

5.7

8.7

54.7

60.0

62.9

20.0

46.2

41.2

59.3

45.5

50.0

58.3

40.0

50.0

83.3

33.3

80.0

42.9

45.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=510)

建設業(n=55)

製造業(n=143)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=108)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=6)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=46)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし

12.2

15.7

24.4

28.4

49.1

58.8

7.3

6.3

8.1

6.3

13.2

5.9

12.2

12.0

10.5

17.9

9.4

17.6

68.3

66.0

57.0

47.4

28.3

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=191)

5億円～10億円未満(n=86)

10億円～30億円未満(n=95)

30億円～100億円未満(n=53)

100億円以上(n=17)

導入済 導入予定 導入したいが､現状は不可能 導入予定なし
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 （9）Q30_男性の制度の積極活用 

  
Q30. Q29 に掲げた制度を男性にも積極的に活用してもらえるような取り組みをし

ていますか。当てはまるもの 1 つに○をご記入ください。(SA) 

 

男性の制度活用については、売上高及び男性従業員数が多い事業所ほど既に取り組

んでいる比率が高く、労働組合の有無によってもその比率に差が見られた。 

また、売上高が「1億円～5 億円未満」、「5億円～10 億円未満」、「10億円～30 億円

未満」においては、「今後取り組む予定である」と「取り組みたいが、現状は不可能

である」というように潜在的に取り組む意思を持つ事業所が 50％以上存在することが

わかる。 

 

   【男性の制度の積極活用（業種別）】 

 

14.2

1.7

11.3

20.0

38.5

23.5

8.2

12.5

33.3

31.3

18.8

40.0

13.5

32.0

12.1

17.2

11.3

23.1

5.9

10.0

8.3

25.0

8.3

12.5

18.8

24.3

10.0

14.0

15.5

9.9

20.0

15.4

17.6

20.0

8.3

25.0

6.3

25.0

20.0

13.5

8.0

34.8

36.2

39.7

40.0

15.4

23.5

36.4

45.8

50.0

16.7

31.3

50.0

42.9

12.5

20.0

29.7

32.0

24.9

29.3

27.8

20.0

7.7

29.4

25.5

25.0

25.0

16.7

18.8

50.0

57.1

25.0

20.0

18.9

18.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=535)

建設業(n=58)

製造業(n=151)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=17)

卸売業(n=110)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=50)

既に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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 【男性の制度の積極活用（売上高別）】 

 

 

【男性の制度の積極活用（労働組合有無別）】 

 

 

【男性の制度の積極活用（男性従業員数別）】 

  

 

11.9

9.3

12.8

12.1

24.1

25.0

14.3

7.3

9.3

15.2

14.8

35.0

11.9

14.1

12.8

15.2

20.4

15.0

19.0

38.0

41.9

39.4

29.6

15.0

42.9

31.2

23.3

18.2

11.1

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=205)

5億円～10億円未満(n=86)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=54)

100億円以上(n=20)

既に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない

32.5

12.9

12.5

11.9

20.0

13.6

30.0

35.3

5.0

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有(n=40)

無(n=487)

既に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない

10.3

11.4

13.6

25.6

37.5

66.7

10.3

13.8

12.6

10.3

12.5

16.7

15.1

13.8

11.7

17.9

16.7

32.4

33.5

40.8

41.0

29.2

16.7

31.9

27.5

21.4

5.1

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=185)

10人～20人(n=167)

21人～50人(n=103)

51人～100人(n=39)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

既に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である
今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である
今後も取り組む予定はない
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【男性の制度の積極活用（女性従業員数別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.1

21.3

23.6

30.0

16.7

50.0

10.1

10.1

18.1

20.0

25.0

14.8

18.0

6.9

10.0

16.7

35.0

37.1

31.9

30.0

41.7

50.0

30.9

13.5

19.4

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=317)

10人～20人(n=89)

21人～50人(n=72)

51人～100人(n=20)

101人～300人(n=12)

301人以上(n=4)

既に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 取り組みたいが､現状は不可能である

今後も取り組む予定はない
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 （10）Q31_男性の制度の活用推進時の課題 

  
Q31. 男性に対して制度の活用を推進するために、現在障害となるものについて、

当てはまる もの全てに○をつけてください。(MA) 

 

男性の制度活用については、「休業期間中の代替要員の確保が困難である」と回答

した事業所が 55.8%と最も高く、次いで、「男性従業員からの意向がない」が 44.8%の

順となった。業種別で見ると、運輸業などの業種において「休業期間中の代替要員の

確保が困難である」や「同僚の負担が大きい」と回答した事業所の比率が高くなって

いる。 

 

   【男性の制度活用推進時の課題】 

 

 

  【男性の制度活用推進時の課題（業種別）】 

 

55.8

44.8

41.4

39.1

22.7

7.9

7.4

3.6

3.2

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

休業期間中の代替要員の確保が困難である

男性従業員からの意向がない

同僚の負担が大きい

職場で慣習がない

企業側の経済的負担が大きい

ﾄｯﾌﾟや上司の理解が進んでいない

障害はない

ｷｬﾘｱ形成において不利になる懸念がある

家族や社会の理解が足りない

その他
n=529（MA）

ﾄｯﾌﾟや上
司の理解
が進んで

いない

休業期間
中の代替

要員の確
保が困難
である

ｷｬﾘｱ形成
において

不利にな
る懸念が

ある

同僚の

負担が
大きい

企業側の
経済的
負担が

大きい

男性
従業員か
らの意向

がない

職場で

慣習
がない

家族や
社会の
理解が

足りない

障害は
ない

その他

全体(n=529) 7.9 55.8 3.6 41.4 22.7 44.8 39.1 3.2 7.4 2.8

建設業(n=52) 13.5 50.0 1.9 40.4 25.0 51.9 46.2 1.9 3.8 0.0

製造業(n=159) 7.5 63.5 2.5 41.5 25.2 44.0 47.2 5.0 6.3 1.9

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5) 0.0 40.0 0.0 60.0 0.0 40.0 0.0 0.0 20.0 0.0

情報通信業(n=12) 0.0 33.3 16.7 41.7 16.7 41.7 16.7 0.0 25.0 8.3

運輸業(n=17) 11.8 76.5 0.0 64.7 35.3 52.9 35.3 5.9 11.8 0.0

卸売業(n=112) 10.7 61.6 6.3 44.6 27.7 39.3 39.3 2.7 3.6 2.7

小売業(n=20) 5.0 40.0 10.0 45.0 10.0 55.0 30.0 0.0 0.0 5.0

金融･保険業(n=4) 0.0 75.0 0.0 75.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=11) 9.1 36.4 0.0 36.4 18.2 45.5 45.5 0.0 27.3 0.0

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17) 0.0 41.2 5.9 35.3 11.8 52.9 35.3 5.9 0.0 23.5

宿泊業(n=2) 0.0 100.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8) 0.0 12.5 0.0 12.5 12.5 12.5 25.0 0.0 25.0 12.5

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13) 7.7 53.8 0.0 53.8 30.8 38.5 30.8 0.0 7.7 0.0

教育･学習支援業(n=5) 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0 40.0 0.0 0.0 20.0 20.0

医療･福祉業(n=37) 0.0 51.4 0.0 32.4 18.9 56.8 35.1 0.0 5.4 2.7

その他(n=46) 8.7 43.5 4.3 32.6 13.0 41.3 28.3 6.5 17.4 0.0

※網掛けは30％以上の値
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３.女性活躍推進における考え方について 

 

 （1）Q32_「女性活躍推進法」の認知度 

  
Q32.「女性活躍推進法」という言葉について、当てはまるもの 1 つに○をつけて

ください。（SA）) 

 
女性活躍推進法の認知度については、「知っている」と「聞いたことがある」を合

わせて全体で 73.3%の回答であった。売上高別で見ると、売上規模が大きくなるほど、

女性活躍推進法の認知度は高まる結果となった。 

   

【「女性活躍推進法」の認知度（業種別）】 

 

19.9

11.9

15.6

60.0

50.0

33.3

13.9

28.0

50.0

21.4

35.3

50.0

37.5

20.0

22.2

26.8

53.4

52.5

58.8

40.0

25.0

33.3

60.9

44.0

25.0

50.0

41.2

44.4

25.0

80.0

58.3

51.8

26.7

35.6

25.6

25.0

33.3

25.2

28.0

25.0

28.6

23.5

50.0

55.6

37.5

19.4

21.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=558)

建設業(n=59)

製造業(n=160)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=15)

卸売業(n=115)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=9)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=56)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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    【「女性活躍推進法」の認知度（売上高別）】 

 
【「女性活躍推進法」の認知度（男性従業員数別）】 

※男性の正社員、契約社員、短時間労働者の合計数4 

 
【「女性活躍推進法」の認知度（女性従業員数別）】 

※女性の正社員、契約社員、短時間労働者の合計数 

  
                                                   
4 抽出元となるデータベースに収録されたタイミングと、アンケート調査を実施したタイミングが異なる

ため、従業員数が１０人未満及び３０１人以上の企業が含まれています。 

14.3

11.5

20.2

24.5

34.5

45.0

45.2

53.5

51.7

63.3

54.5

40.0

40.5

35.0

28.1

12.2

10.9

15.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=42)

1億円～5億円未満(n=217)

5億円～10億円未満(n=89)

10億円～30億円未満(n=98)

30億円～100億円未満(n=55)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

11.7

19.8

17.8

34.1

58.3

83.3

55.8

54.8

53.5

53.7

33.3

16.7

32.5

25.4

28.7

12.2

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=197)

10人～20人(n=177)

21人～50人(n=101)

51人～100人(n=41)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない

15.2

20.7

31.1

26.1

53.8

75.0

57.1

51.1

41.9

56.5

38.5

25.0

27.7

28.3

27.0

17.4

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=329)

10人～20人(n=92)

21人～50人(n=74)

51人～100人(n=23)

101人～300人(n=13)

301人以上(n=4)

知っている 聞いたことはあるが､内容はよく知らない 知らない
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 （2）Q33～34_えるぼし認定制度について 

  
Q33～34. 「えるぼし認定制度」について、当てはまるもの 1 つに○をつけてくだ

さい。（SA） 

 
えるぼし認定制度について、「知っている」と「聞いたことがある」を合わせて全

体で 18.1%であり、全体的に認知度は低かった。業種間では大きな差は見られなかっ

た一方で、売上規模が大きい事業所ほど認知度が高くなっている。また、認定状況は、

「認定を受けている」事業所は 0 件で、「認定取得にむけて申請中または準備中」の

事業所も全体の 0.8%にとどまった。 

 

【「えるぼし認定制度」の認知度（業種別）】 

 

4.3

2.4

16.7

21.4

7.7

25.0

7.1

5.9

8.1

12.5

13.8

14.8

12.1

40.0

16.7

14.3

8.6

7.7

25.0

21.4

23.5

25.0

7.1

40.0

18.9

17.9

81.9

85.2

85.5

60.0

66.7

64.3

91.4

84.6

50.0

71.4

70.6

100.0

75.0

92.9

60.0

73.0

69.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=564)

建設業(n=61)

製造業(n=165)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=14)

卸売業(n=116)

小売業(n=26)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=17)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=56)

知っている 聞いたことはあるが､意味はよく知らない 知らない
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   【「えるぼし認定制度」の認知度（売上高別）】 

 

 

【「えるぼし認定制度」の認定状況（業種別）】 

 

9.8

1.8

1.1

3.0

9.6

20.0

17.1

10.3

11.8

14.1

17.3

25.0

73.2

87.9

87.1

82.8

73.1

55.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=41)

1億円～5億円未満(n=223)

5億円～10億円未満(n=93)

10億円～30億円未満(n=99)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=20)

知っている 聞いたことはあるが､意味はよく知らない 知らない

0.8

0.7

8.3

20.0

3.1

99.2

100.0

99.3

100.0

91.7

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

80.0

100.0

100.0

96.9

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=487)

建設業(n=46)

製造業(n=140)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=12)

運輸業(n=13)

卸売業(n=101)

小売業(n=24)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=14)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=12)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=32)

その他(n=50)

認定を受けている 認定取得にむけて申請中または準備中 認定を受けていない
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 （3）Q35_女性活躍推進における取組状況 

  
Q35. Q37 に掲げた女性活躍推進における取り組み例を参考に、女性活躍推進にお

ける取り組み状況（啓発含む）について、当てはまるもの 1 つに○をご記入くだ

さい。（SA） 

 
女性活躍推進における取組状況については、「取り組んでいる」及び「取り組む予

定である」と回答した事業所は 28.5％であった。売上高及び男女ともに従業員規模が

大きい事業所や、創業が若い事業所ほど取組が進んでいる結果となった。 

 

【女性活躍推進における取組状況（業種別）】 

 

11.9

11.3

8.3

20.0

53.8

7.1

4.9

10.5

8.3

18.8

14.3

25.8

20.8

16.6

13.2

16.7

20.0

23.1

14.3

13.7

21.1

50.0

8.3

12.5

14.3

20.0

35.5

16.7

23.8

13.2

28.5

20.0

28.6

30.4

15.8

25.0

41.7

31.3

21.4

6.5

27.1

47.7

62.3

46.5

40.0

23.1

50.0

51.0

52.6

25.0

41.7

37.5

100.0

100.0

50.0

80.0

32.3

35.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=495)

建設業(n=53)

製造業(n=144)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=14)

卸売業(n=102)

小売業(n=19)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=48)

積極的に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 今後も取り組む予定はない
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【女性活躍推進における取組状況（売上高別）】 

 

 

【女性活躍推進における取組状況（創業年別）】 

 

 

  【女性活躍推進における取組状況（男性従業員数別）】 

 

20.0

6.3

10.7

15.4

15.7

26.3

11.4

14.7

13.1

18.7

23.5

26.3

5.7

22.0

23.8

26.4

41.2

21.1

62.9

57.1

52.4

39.6

19.6

26.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=35)

1億円～5億円未満(n=191)

5億円～10億円未満(n=84)

10億円～30億円未満(n=91)

30億円～100億円未満(n=51)

100億円以上(n=19)

積極的に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 今後も取り組む予定はない

3.3

7.2

16.2

30.0

20.0

17.2

17.1

25.0

36.7

23.3

20.7

20.0

40.0

52.2

45.9

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1925年以前(n=30)

1926年～1975年以前(n=180)

1976年～2005年以前(n=111)

2006年以降(n=20)

積極的に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 今後も取り組む予定はない

10.2

7.4

11.3

25.0

26.1

50.0

14.1

16.2

21.6

13.9

13.0

16.7

22.0

23.0

21.6

36.1

39.1

16.7

53.7

53.4

45.4

25.0

21.7

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=177)

10人～20人(n=148)

21人～50人(n=97)

51人～100人(n=36)

101人～300人(n=23)

301人以上(n=6)

積極的に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 今後も取り組む予定はない
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【女性活躍推進における取組状況（女性従業員数別）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

7.5

14.8

19.4

21.1

41.7

50.0

15.4

19.8

19.4

15.8

8.3

25.0

21.8

25.9

29.9

31.6

33.3

25.0

55.3

39.5

31.3

31.6

16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=293)

10人～20人(n=81)

21人～50人(n=67)

51人～100人(n=19)

101人～300人(n=12)

301人以上(n=4)

積極的に取り組んでいる 取り組んではいるが､内容は不十分である

今後取り組む予定である 今後も取り組む予定はない
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 （4）Q36_女性活躍における取組を進める理由 

  
Q36.女性活躍における取組を進める理由としてあてはまるもの全てに○をつけて

ください。（Q35 で「1.積極的に取り組んでいる」「2.取り組んではいるが、内

容は不十分である」「3.今後取り組み予定である」と回答した企業）（MA） 

 
女性活躍における取組を進める理由については、「優秀な人材の確保」と回答した

事業所が 65.0%と最も高く、次いで、「女性従業員の能力を活かしたい」が 63.4%とな

った。 

 

  【女性活躍における取組を進める理由】 

 

【女性活躍における取組を進める理由（業種別）】 

   

65.0

63.4

43.5

35.8

28.5

23.6

19.1

17.5

14.2

10.2

7.3

6.9

3.3

2.4

1.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

優秀な人材の確保

女性従業員の能力を活かしたい

従業員の意欲向上

労働力不足への対応

女性の定着率の向上

ﾄｯﾌﾟの方針

企業の社会的責任

社会的な流れ

能力主義的な人事管理の徹底

企業ｲﾒｰｼﾞの向上

顧客に女性が多い

女性従業員からの要望

その他

他社の成功事例を見て

男性従業員からの要望

労働組合からの要望 n=246（MA）

ﾄｯﾌﾟの

方針

労働力

不足への

対応

優秀な

人材の

確保

女性の

定着率の

向上

従業員の

意欲向上

女性

従業員

からの

要望

男性

従業員

からの

要望

労働組合

からの

要望

女性従業

員の能力

を活かし

たい

顧客に

女性が

多い

能力主義

的な人事

管理の

徹底

企業

ｲﾒｰｼﾞ

の向上

他社の

成功事例

を見て

企業の

社会的

責任

社会的な

流れ
その他

全体(n=246) 23.6 35.8 65.0 28.5 43.5 6.9 1.2 0.0 63.4 7.3 14.2 10.2 2.4 19.1 17.5 3.3

建設業(n=20) 20.0 30.0 70.0 15.0 30.0 10.0 0.0 0.0 45.0 0.0 20.0 0.0 10.0 15.0 5.0 0.0

製造業(n=74) 27.0 35.1 62.2 20.3 45.9 2.7 1.4 0.0 73.0 4.1 13.5 13.5 2.7 21.6 17.6 1.4

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=3) 33.3 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 0.0

情報通信業(n=9) 55.6 22.2 77.8 55.6 55.6 22.2 11.1 0.0 55.6 0.0 22.2 22.2 0.0 33.3 0.0 0.0

運輸業(n=7) 0.0 71.4 85.7 42.9 57.1 0.0 0.0 0.0 71.4 0.0 0.0 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0

卸売業(n=44) 20.5 34.1 61.4 27.3 38.6 9.1 0.0 0.0 61.4 6.8 18.2 6.8 0.0 9.1 13.6 2.3

小売業(n=9) 22.2 44.4 66.7 44.4 66.7 11.1 0.0 0.0 44.4 22.2 0.0 11.1 11.1 33.3 11.1 0.0

金融･保険業(n=3) 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 66.7 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=7) 14.3 14.3 71.4 14.3 42.9 0.0 0.0 0.0 100.0 42.9 14.3 14.3 0.0 28.6 42.9 0.0

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=10) 20.0 50.0 90.0 20.0 10.0 10.0 0.0 0.0 70.0 0.0 10.0 10.0 10.0 20.0 30.0 10.0

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=7) 0.0 28.6 28.6 42.9 42.9 0.0 0.0 0.0 57.1 0.0 14.3 14.3 0.0 14.3 42.9 0.0

教育･学習支援業(n=1) 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

医療･福祉業(n=19) 10.5 47.4 63.2 57.9 52.6 15.8 0.0 0.0 63.2 26.3 10.5 15.8 0.0 15.8 15.8 21.1

その他(n=30) 33.3 36.7 73.3 30.0 53.3 6.7 3.3 0.0 53.3 6.7 13.3 10.0 0.0 20.0 20.0 0.0

※網掛けは30％以上の値
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 （5）Q37_実施済みの女性活躍における取組内容 

  
Q37. 実施している女性活躍における取組内容について、当てはまるもの全てに○

をつけてください。（Q35 で「1.積極的に取り組んでいる」「2.取り組んでいる

が、内容は不十分である」「3.今後取り組む予定である」と回答した企業）（MA） 

 

 女性活躍における取組については、「性別によらない人事配置」を実施済みと回答

した事業所が 60.0%と最も高く、次いで、「女性が働きやすい環境整備（トイレ・更衣

室）」が 55.7%、「責任ある立場への女性の登用・配置」が 53.6%の順で続いています。 

 
  【実施している女性活躍における取組内容】 

 

【実施している女性活躍における取組内容（業種別）】 

  

60.0

55.7

53.6

47.7

47.7

20.9

19.6

7.7

1.7

0% 20% 40% 60% 80%

性別によらない人事配置

女性が働きやすい環境整備

(ﾄｲﾚ･更衣室等)

責任ある立場への女性登用･配置

性別によらない教育や研修の実施/

外部研修への参加促進

女性が働きやすい環境づくり

(休暇制度等)

採用時の面接･選考担当者に

女性を登用

人事評価制度の明確化

HPなどで活躍している

女性従業員の紹介

その他
n=235（ＭＡ）

性別に

よらない

人事配置

性別によらな

い教育や研修

の実施/外部

研修への参加

促進

女性が働きや

すい環境整備

(ﾄｲﾚ･更衣室

等)

女性が働きや

すい環境づく

り(休暇制度

等)

責任ある立場

への女性登

用･配置

HPなどで活

躍している女

性従業員の紹

介

採用時の面

接･選考担当

者に女性を登

用

人事評価制度

の明確化
その他

全体(n=235) 60.0 47.7 55.7 47.7 53.6 7.7 20.9 19.6 1.7

建設業(n=17) 29.4 47.1 41.2 41.2 47.1 5.9 11.8 0.0 0.0

製造業(n=65) 61.5 38.5 60.0 41.5 60.0 7.7 20.0 21.5 1.5

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=3) 66.7 66.7 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業(n=10) 80.0 80.0 50.0 60.0 40.0 20.0 30.0 40.0 0.0

運輸業(n=6) 83.3 66.7 66.7 33.3 50.0 0.0 0.0 16.7 0.0

卸売業(n=46) 56.5 43.5 65.2 47.8 47.8 2.2 17.4 19.6 2.2

小売業(n=9) 55.6 44.4 77.8 44.4 44.4 11.1 33.3 22.2 0.0

金融･保険業(n=3) 33.3 0.0 33.3 66.7 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=7) 57.1 42.9 57.1 57.1 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=10) 70.0 40.0 60.0 50.0 40.0 0.0 10.0 30.0 0.0

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=6) 100.0 33.3 0.0 16.7 66.7 0.0 0.0 16.7 0.0

教育･学習支援業(n=1) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

医療･福祉業(n=20) 65.0 70.0 40.0 65.0 65.0 25.0 40.0 20.0 5.0

その他(n=30) 53.3 53.3 50.0 53.3 50.0 6.7 26.7 20.0 0.0

※網掛けは50％以上の値
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 （6）Q38_女性活躍に関する取組実施後の効果 

  
Q38.女性活躍における取り組みを実施した後の変化として、当てはまるものそれ

ぞれ 1 つずつに○をつけてください。（Q35 で「1.積極的に取り組んでいる」「2.

取り組んではいるが、内容は不十分である」「3.今後取り組む予定である」と回

答した企業）（SA） 

 

女性活躍に関する取組実施後の効果については、「6_女性の労働意欲」が向上した

と回答した事業所が 51.6%と最も高く、次いで、「1_職場の雰囲気」が 42.0%であった。 

※なお、サンプル数が 10 件未満の業種はグラフに掲載していない。 

 
 【女性活躍に関する取組実施後の効果】 

 

  

42.0

31.0

31.2

35.4

37.3

51.6

19.0

11.1

57.3

67.4

68.0

64.6

62.7

47.7

81.0

88.1

100.0

0.8

1.6

0.8

0.8

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_職場の雰囲気(n=131)

2_生産性･業務効率(n=129)

3_優秀な人材の採用･確保(n=125)

4_優秀な人材の定着率(n=127)

5_出産･育児･介護休暇後の復帰率

(n=118)

6_女性の労働意欲(n=128)

7_企業ｲﾒｰｼﾞ(n=126)

8_業績･利益(n=126)

11_その他(n=5)

向上した 目立った変化なし 低下した

20.7 79.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

9_新たな商品･ｻｰﾋﾞｽの提供(n=111)

つながった つながらなかった

60.0 40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10_特に目立つ効果はなかった(n=115)

はい いいえ
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【1_職場の雰囲気（業種別）】 

 

 

  【1_職場の雰囲気（売上高別）】 

 

 

 

 

 

42.0

45.5

38.2

40.0

42.1

52.9

43.8

57.3

54.5

61.8

60.0

52.6

47.1

56.3

0.8

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=131)

建設業(n=11)

製造業(n=34)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=17)

その他(n=16)

向上した 目立った変化なし 低下した

45.5

37.8

38.9

46.7

45.0

50.0

54.5

62.2

61.1

53.3

55.0

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=37)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=30)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=8)

向上した 目立った変化なし 低下した
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【2_生産性･業務効率（業種別）】 

 

 

【2_生産性･業務効率（売上高別）】 

 

 

 

 

  

31.0

36.4

37.1

20.0

26.3

26.7

31.3

67.4

63.6

60.0

80.0

68.4

73.3

68.8

1.6

2.9

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=129)

建設業(n=11)

製造業(n=35)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=15)

その他(n=16)

向上した 目立った変化なし 低下した

27.3

35.1

33.3

30.0

25.0

42.9

72.7

62.2

66.7

70.0

75.0

57.1

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=37)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=30)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=7)

向上した 目立った変化なし 低下した
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  【3_優秀な人材の採用･確保（業種別）】 

 

 

  【3_優秀な人材の採用･確保（売上高別）】 

 

  

  

31.2

45.5

31.3

40.0

31.6

25.0

30.8

68.0

54.5

68.8

60.0

63.2

75.0

69.2

0.8

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=125)

建設業(n=11)

製造業(n=32)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=16)

その他(n=13)

向上した 目立った変化なし 低下した

27.3

18.2

29.4

41.4

45.0

50.0

72.7

81.8

70.6

58.6

55.0

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=33)

5億円～10億円未満(n=17)

10億円～30億円未満(n=29)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=8)

向上した 目立った変化なし 低下した
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 【4_優秀な人材の定着率（業種別）】 

 

 

   【4_優秀な人材の定着率（売上高別）】 

 

  

35.4

63.6

24.2

40.0

31.6

41.2

33.3

64.6

36.4

75.8

60.0

68.4

58.8

66.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=127)

建設業(n=11)

製造業(n=33)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=17)

その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

18.2

34.3

44.4

34.5

45.0

37.5

81.8

65.7

55.6

65.5

55.0

62.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=35)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=29)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=8)

向上した 目立った変化なし 低下した
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【5_出産･育児･介護休暇後の復帰率（業種別）】 

 

 

【5_出産･育児･介護休暇後の復帰率（売上高別）】 

 

  

37.3

27.3

33.3

23.5

60.0

30.8

62.7

72.7

66.7

76.5

40.0

69.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=118)

建設業(n=11)

製造業(n=30)

卸売業(n=17)

医療･福祉業(n=15)

その他(n=13)

向上した 目立った変化なし 低下した

25.0

28.1

40.0

41.4

50.0

42.9

75.0

71.9

60.0

58.6

50.0

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=8)

1億円～5億円未満(n=32)

5億円～10億円未満(n=15)

10億円～30億円未満(n=29)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=7)

向上した 目立った変化なし 低下した
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   【6_女性の労働意欲（業種別）】 

 

 

   【6_女性の労働意欲（売上高別）】 

 

 

  

51.6

36.4

44.1

40.0

63.2

62.5

53.3

47.7

63.6

55.9

60.0

31.6

37.5

46.7

0.8

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=128)

建設業(n=11)

製造業(n=34)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=16)

その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

36.4

50.0

61.1

55.2

60.0

42.9

63.6

50.0

38.9

44.8

40.0

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=36)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=29)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=7)

向上した 目立った変化なし 低下した
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 【7_企業イメージ（業種別）】 

 

 

   【7_企業イメージ（売上高別）】 

 

 

   

  

19.0

18.2

21.2

20.0

15.8

13.3

26.7

81.0

81.8

78.8

80.0

84.2

86.7

73.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=126)

建設業(n=11)

製造業(n=33)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=19)

医療･福祉業(n=15)

その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

9.1

11.8

16.7

31.0

20.0

42.9

90.9

88.2

83.3

69.0

80.0

57.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=34)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=29)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=7)

向上した 目立った変化なし 低下した
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【8_業績・利益（業種別）】 

 

 

【8_業績・利益（売上高別）】 

 

  

11.1

36.4

9.1

10.0

16.7

6.7

88.1

63.6

87.9

90.0

83.3

93.3

100.0

0.8

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=126)

建設業(n=11)

製造業(n=33)

情報通信業(n=10)

卸売業(n=18)

医療･福祉業(n=15)

その他(n=15)

向上した 目立った変化なし 低下した

9.1

15.2

11.1

6.7

20.0

90.9

81.8

88.9

93.3

80.0

100.0

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=11)

1億円～5億円未満(n=33)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=30)

30億円～100億円未満(n=20)

100億円以上(n=7)

向上した 目立った変化なし 低下した
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   【9_新たな商品･サービスの提供（業種別）】 

 

 

   【9_新たな商品･サービスの提供（売上高別）】 

 

 

  

20.7

27.3

18.5

20.0

30.8

28.6

79.3

72.7

81.5

80.0

69.2

71.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=111)

建設業(n=11)

製造業(n=27)

卸売業(n=15)

医療･福祉業(n=13)

その他(n=14)

はい いいえ

30.0

15.4

17.6

25.9

22.2

14.3

70.0

84.6

82.4

74.1

77.8

85.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=10)

1億円～5億円未満(n=26)

5億円～10億円未満(n=17)

10億円～30億円未満(n=27)

30億円～100億円未満(n=18)

100億円以上(n=7)

はい いいえ
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 【10_特に目立った効果はなかった（業種別）】 

 

 

   【10_特に目立った効果はなかった（売上高別）】 

 

 

 

 

 

 

  

60.0

45.5

66.7

50.0

68.8

66.7

40.0

54.5

33.3

50.0

31.3

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=115)

建設業(n=11)

製造業(n=27)

卸売業(n=16)

医療･福祉業(n=16)

その他(n=15)

はい いいえ

50.0

63.3

61.1

59.3

62.5

57.1

50.0

36.7

38.9

40.7

37.5

42.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=10)

1億円～5億円未満(n=30)

5億円～10億円未満(n=18)

10億円～30億円未満(n=27)

30億円～100億円未満(n=16)

100億円以上(n=7)

はい いいえ
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 （7）Q39_女性活躍における取組を進める際の課題 

  
Q39.女性活躍における取り組みを進めるにあたって障害となるものについて、当

てはまるもの全てに○をつけてください。(MA） 

 
女性活躍における取組を進める際の課題については、「障害はない」と回答した事

業所が 23.1%と最も高く、次いで、「仕事がハードであり、女性には向かない」が 19.2%

であった。業種別で見ると、「仕事がハードであり、女性には向かない」と回答した

事業所は、建設業及び運輸業で比較的高い比率となった。 

 
  【女性活躍における取組を進める際の課題】 

 

 

【女性活躍における取組を進める際の課題（業種別）】 

  

23.1

19.2

18.5

16.2

16.0

13.1

11.6

9.9

9.1

7.3

6.7

4.7

4.3

0% 5% 10% 15% 20% 25%

障害はない

仕事がﾊｰﾄﾞであり､女性には向かない

意識したことがなかった

女性従業員が望まない

資金に余裕がない

従業員の理解が十分でない

女性用の環境が未整備であり､

整備にｺｽﾄや時間を要する

所定外労働･深夜勤務が多い

ﾄｯﾌﾟ･上司の意思･ｺﾐｯﾄﾒﾝﾄが高くない

その他

意思決定者の時間的制約があり

手が回らない

顧客が男性を希望する

女性が活躍する必要を感じない

n=536（ＭＡ）

意思決
定者の
時間的
制約が
あり手
が回ら
ない

資金に
余裕が
ない

ﾄｯﾌﾟ･上
司の意
思･ｺﾐｯﾄ
ﾒﾝﾄが高
くない

従業員
の理解

が
十分

でない

女性用の
環境が未
整備であ
り､整備
にｺｽﾄや
時間を要

する

仕事が
ﾊｰﾄﾞで
あり､女
性には
向かな

い

顧客が
男性を
希望す

る

所定外
労働･
深夜

勤務が
多い

女性が
活躍す
る必要

を
感じな

い

女性
従業員
が望ま
ない

意識し
た

ことが
なかっ

た

障害は
ない

その他

全体(n=536) 6.7 16.0 9.1 13.1 11.6 19.2 4.7 9.9 4.3 16.2 18.5 23.1 7.3

建設業(n=53) 7.5 17.0 13.2 11.3 13.2 49.1 9.4 18.9 3.8 18.9 17.0 9.4 1.9

製造業(n=155) 5.2 16.8 8.4 12.3 12.9 20.0 3.9 10.3 3.2 16.8 14.8 21.3 5.2

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5) 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 20.0 0.0 20.0 20.0 20.0 40.0 20.0 0.0

情報通信業(n=13) 0.0 23.1 0.0 0.0 7.7 7.7 7.7 7.7 0.0 7.7 7.7 38.5 15.4

運輸業(n=16) 0.0 18.8 12.5 12.5 43.8 56.3 0.0 31.3 18.8 37.5 0.0 0.0 6.3

卸売業(n=113) 10.6 18.6 12.4 16.8 9.7 12.4 7.1 4.4 6.2 14.2 23.0 23.9 7.1

小売業(n=23) 4.3 17.4 0.0 13.0 8.7 8.7 4.3 13.0 0.0 13.0 17.4 30.4 4.3

金融･保険業(n=4) 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 50.0 0.0 25.0 0.0

不動産業､物品賃貸業(n=12) 8.3 0.0 16.7 25.0 16.7 0.0 8.3 0.0 0.0 16.7 25.0 41.7 0.0

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16) 6.3 6.3 0.0 25.0 6.3 25.0 0.0 18.8 0.0 12.5 25.0 12.5 12.5

宿泊業(n=2) 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 28.6 28.6 28.6

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=16) 0.0 25.0 12.5 0.0 18.8 12.5 0.0 0.0 12.5 25.0 25.0 18.8 6.3

教育･学習支援業(n=5) 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 60.0 20.0 20.0

医療･福祉業(n=35) 17.1 14.3 8.6 14.3 2.9 2.9 2.9 2.9 0.0 8.6 11.4 37.1 20.0

その他(n=54) 3.7 11.1 7.4 7.4 11.1 18.5 1.9 13.0 5.6 16.7 18.5 33.3 9.3

※網掛けは30％以上の値
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 （8）Q40_女性活躍に関する考え 

  
Q40.女性活躍に関するお考えについて、当てはまるものそれぞれ 1 つずつに○を

つけてください。(SA） 

 
女性活躍に関する考えについては、「1_能力や意欲のある女性は積極的に登用した

い」「5_性別問わず平等に能力で評価されることが大切である」の 2 つの設問項目で、

「そう思う」と回答した事業所が 8 割を超えた。また、「2_女性は育児・介護の負担

があるので管理職登用は困難」「7_女性は職場に必要ない」という設問では、「そう思

う」と回答した事業所の比率は全体の 1割に満たなかった。 

 

 【女性活躍に関する考え】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.9

7.5

17.1

19.6

87.8

47.9

1.7

14.3

55.7

60.5

49.5

10.7

38.0

12.9

0.7

36.8

22.3

30.9

1.5

14.0

85.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_能力や意欲のある女性は積極的に登用したい(n=551)

2_女性は育児･介護の負担があるので管理職登用は困難

(n=544)

3_昇進することを女性が望まないことが多い(n=537)

4_管理職になる前に退職することが多い(n=537)

5_性別問わず平等に能力で評価されることが大切である

(n=549)

6_ﾛｰﾙﾓﾃﾞﾙとなる女性の管理職がいない(n=534)

7_女性は職場に必要ない(n=541)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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   【1_能力や意欲のある女性は積極的に登用したい（業種別）】 

  

  

84.9

79.6

79.1

80.0

92.3

81.3

84.7

92.0

100.0

84.6

100.0

100.0

75.0

80.0

100.0

100.0

88.9

14.3

20.4

20.9

20.0

7.7

18.8

12.7

8.0

15.4

25.0

20.0

9.3

0.7

2.5

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=551)

建設業(n=54)

製造業(n=158)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=118)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=38)

その他(n=54)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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【2_女性は育児･介護の負担があるので管理職登用は困難（業種別）】 

 

 

7.5

5.7

8.9

12.5

8.6

4.0

25.0

7.7

6.3

50.0

5.4

9.4

55.7

69.8

60.5

60.0

30.8

50.0

54.3

60.0

25.0

53.8

43.8

37.5

50.0

40.0

51.4

49.1

36.8

24.5

30.6

40.0

69.2

37.5

37.1

36.0

50.0

38.5

50.0

50.0

62.5

50.0

60.0

43.2

41.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=544)

建設業(n=53)

製造業(n=157)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=116)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=53)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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    【3_昇進することを女性が望まないことが多い（業種別）】 

  

 

 

17.1

13.2

14.7

23.1

25.0

18.3

8.0

50.0

25.0

18.8

50.0

30.8

16.7

21.2

60.5

52.8

64.7

40.0

38.5

62.5

60.0

68.0

25.0

58.3

62.5

50.0

42.9

38.5

60.0

77.8

57.7

22.3

34.0

20.5

60.0

38.5

12.5

21.7

24.0

25.0

16.7

18.8

57.1

30.8

40.0

5.6

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=537)

建設業(n=53)

製造業(n=156)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=115)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=52)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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    【4_管理職になる前に退職することが多い（業種別）】 

 

 

19.6

17.0

19.6

20.0

15.4

18.8

21.9

28.0

25.0

27.3

25.0

7.7

20.0

16.7

15.4

49.5

50.9

47.5

38.5

50.0

50.9

44.0

50.0

36.4

50.0

50.0

85.7

69.2

20.0

66.7

50.0

30.9

32.1

32.9

80.0

46.2

31.3

27.2

28.0

25.0

36.4

25.0

50.0

14.3

23.1

60.0

16.7

34.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=537)

建設業(n=53)

製造業(n=158)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=114)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=52)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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   【5_性別問わず平等に能力で評価されることが大切である（業種別）】 

 

 

87.8

85.2

86.0

100.0

92.3

62.5

87.3

88.0

100.0

92.3

100.0

100.0

62.5

93.3

100.0

94.7

90.6

10.7

13.0

14.0

7.7

37.5

10.2

8.0

7.7

25.0

6.7

5.3

5.7

1.5

1.9

2.5

4.0

12.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=549)

建設業(n=54)

製造業(n=157)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=118)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=8)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=15)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=38)

その他(n=53)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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  【6_ﾛｰﾙﾓﾃﾞﾙとなる女性の管理職がいない（業種別）】 

 

 

 

47.9

53.8

45.8

40.0

38.5

50.0

52.2

32.0

50.0

72.7

50.0

50.0

28.6

69.2

32.4

56.9

38.0

36.5

42.6

20.0

46.2

43.8

36.5

44.0

50.0

18.2

31.3

50.0

42.9

15.4

40.0

43.2

29.4

14.0

9.6

11.6

40.0

15.4

6.3

11.3

24.0

9.1

18.8

28.6

15.4

60.0

24.3

13.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=534)

建設業(n=52)

製造業(n=155)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=115)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=37)

その他(n=51)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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   【7_女性は職場に必要ない（業種別）】 

 

 

1.7

5.6

1.3

15.4

1.7

12.9

25.9

12.1

20.0

7.7

25.0

11.3

8.0

8.3

6.3

14.3

21.4

15.1

85.4

68.5

86.6

80.0

76.9

75.0

87.0

92.0

100.0

91.7

93.8

100.0

85.7

78.6

100.0

100.0

84.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=541)

建設業(n=54)

製造業(n=157)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=5)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=16)

卸売業(n=115)

小売業(n=25)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=16)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=7)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=14)

教育･学習支援業(n=5)

医療･福祉業(n=36)

その他(n=53)

そう思う どちらともいえない そう思わない
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４.ハラスメント防止状況について 

 
 （1）Q41_ハラスメントへの取組実施状況及び意向  

  
Q41.セクシャル・ハラスメントへの取り組み実施状況及び意向について、当ては

まるものそれぞれ１つずつに○をつけてください。(SA） 

 
セクシャル・ハラスメントへの取組実施状況及び意向ついては、「1_就業規則等で

禁止を明文化している」と回答した事業所が全体の半分を超えた。売上高別で見ると、

どの設問項目においても売上規模が大きくなるにつれて、実施済の比率が大きくなっ

ている。特に、「4_相談窓口を向ける」の設問項目では、売上高が 100 億円以上の事

業所全てで実施済となっている。 

 
  【ハラスメントへの取組実施状況及び意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.1

21.1

28.9

33.0

46.4

11.0

14.3

14.3

12.1

18.8

8.5

14.1

18.4

15.4

12.1

25.4

50.4

38.4

39.6

22.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_就業規則等で禁止を明文化している

(n=472)

2_ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等資料を配布し､周知する

(n=454)

3_社員教育を行う(n=456)

4_相談窓口を設ける(n=455)

5_常に職場での実態把握に努める(n=446)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし
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   【1_就業規則等で禁止を明文化している（業種別）】 

 

 

   【1_就業規則等で禁止を明文化している（売上高別）】 

 

55.1

55.6

43.8

100.0

92.3

50.0

53.3

45.5

100.0

61.5

50.0

100.0

40.0

69.2

50.0

65.7

67.3

11.0

2.2

13.3

25.0

12.4

18.2

14.3

15.4

17.1

6.1

8.5

8.9

11.7

8.6

13.6

7.7

7.1

8.6

8.2

25.4

33.3

31.3

7.7

25.0

25.7

22.7

30.8

28.6

60.0

15.4

50.0

8.6

18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=472)

建設業(n=45)

製造業(n=128)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=3)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=12)

卸売業(n=105)

小売業(n=22)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=13)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=14)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=2)

医療･福祉業(n=35)

その他(n=49)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

28.1

38.2

58.0

62.4

86.5

84.2

6.3

12.4

11.1

11.8

9.6

10.5

9.4

12.4

12.3

6.5

56.3

37.1

18.5

19.4

3.8

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=32)

1億円～5億円未満(n=170)

5億円～10億円未満(n=81)

10億円～30億円未満(n=93)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=19)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし
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 【2_パンフレット等資料を配布し､周知する（業種別）】 

 

 

   【2_パンフレット等資料を配布し､周知する（売上高別）】 

 

21.1

13.6

14.5

25.0

38.5

41.7

13.6

21.1

50.0

33.3

26.7

50.0

38.5

50.0

20.0

40.4

14.3

9.1

14.5

25.0

23.1

16.7

16.5

10.5

25.0

8.3

13.3

15.4

20.0

8.5

14.1

18.2

14.5

25.0

7.7

8.3

13.6

26.3

25.0

20.0

50.0

7.7

13.3

12.8

50.4

59.1

56.5

25.0

30.8

33.3

56.3

42.1

58.3

40.0

100.0

38.5

50.0

46.7

38.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=454)

建設業(n=44)

製造業(n=124)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=12)

卸売業(n=103)

小売業(n=19)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=4)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=2)

医療･福祉業(n=30)

その他(n=47)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

12.5

9.8

14.1

24.2

42.3

52.9

15.6

13.4

17.9

16.5

11.5

17.6

6.3

17.7

15.4

11.0

15.4

5.9

65.6

59.1

52.6

48.4

30.8

23.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=32)

1億円～5億円未満(n=164)

5億円～10億円未満(n=78)

10億円～30億円未満(n=91)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=17)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし



146 

   【3_社員教育を行う（業種別）】 

 

 

    【3_社員教育を行う（売上高別）】 

 

28.9

15.9

17.6

75.0

46.2

33.3

21.6

42.1

75.0

33.3

46.7

100.0

20.0

61.5

66.7

45.2

40.0

14.3

13.6

15.2

25.0

23.1

16.7

11.8

5.3

25.0

8.3

13.3

23.1

22.6

8.9

18.4

25.0

18.4

7.7

33.3

23.5

15.8

8.3

13.3

20.0

9.7

24.4

38.4

45.5

48.8

23.1

16.7

43.1

36.8

50.0

26.7

60.0

15.4

33.3

22.6

26.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=456)

建設業(n=44)

製造業(n=125)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=12)

卸売業(n=102)

小売業(n=19)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業(n=13)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=45)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

16.1

19.4

20.3

30.8

46.2

76.5

9.7

12.7

20.3

14.3

13.5

17.6

16.1

20.0

24.1

15.4

19.2

5.9

58.1

47.9

35.4

39.6

21.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=31)

1億円～5億円未満(n=165)

5億円～10億円未満(n=79)

10億円～30億円未満(n=91)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=17)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし
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    【4_相談窓口を設ける（業種別）】 

 

 

    【4_相談窓口を設ける（売上高別）】 

 

33.0

22.7

25.2

50.0

46.2

33.3

25.5

33.3

75.0

41.7

53.3

50.0

46.2

50.0

54.8

47.8

12.1

13.6

12.2

23.1

16.7

10.8

4.8

8.3

13.3

23.1

12.9

8.7

15.4

9.1

15.4

7.7

25.0

21.6

28.6

25.0

6.7

15.4

9.7

17.4

39.6

54.5

47.2

50.0

23.1

25.0

42.2

33.3

50.0

26.7

50.0

100.0

15.4

50.0

22.6

26.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=455)

建設業(n=44)

製造業(n=123)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業(n=4)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=12)

卸売業(n=102)

小売業(n=21)

金融･保険業(n=4)

不動産業､物品賃貸業(n=12)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=4)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=13)

教育･学習支援業(n=2)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=46)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

25.0

17.3

23.8

32.6

65.4

100.0

12.5

11.7

13.8

16.3

11.5

9.4

19.1

18.8

13.0

11.5

53.1

51.9

43.8

38.0

11.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=32)

1億円～5億円未満(n=162)

5億円～10億円未満(n=80)

10億円～30億円未満(n=92)

30億円～100億円未満(n=52)

100億円以上(n=18)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし
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    【5_常に職場での実態把握に努める（業種別）】 

 

 

    【5_常に職場での実態把握に努める（売上高別）】 

 

46.4

39.5

41.7

100.0

69.2

41.7

38.2

55.0

66.7

54.5

60.0

100.0

40.0

66.7

66.7

54.8

52.3

18.8

14.0

17.5

23.1

25.0

23.5

15.0

33.3

13.3

20.0

16.7

29.0

15.9

12.1

14.0

13.3

7.7

16.7

10.8

15.0

9.1

26.7

8.3

3.2

18.2

22.6

32.6

27.5

16.7

27.5

15.0

36.4

40.0

8.3

33.3

12.9

13.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=446)

建設業(n=43)

製造業(n=120)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業

(n=4)

情報通信業(n=13)

運輸業(n=12)

卸売業(n=102)

小売業(n=20)

金融･保険業(n=3)

不動産業､物品賃貸業(n=11)

学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

(n=15)

宿泊業(n=2)

飲食ｻｰﾋﾞｽ業(n=5)

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業

(n=12)

教育･学習支援業(n=3)

医療･福祉業(n=31)

その他(n=44)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし

29.0

35.8

39.5

58.2

58.8

66.7

12.9

19.5

21.1

18.7

19.6

22.2

9.7

17.6

18.4

5.5

7.8

48.4

27.0

21.1

17.6

13.7

11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1億円未満(n=31)

1億円～5億円未満(n=159)

5億円～10億円未満(n=76)

10億円～30億円未満(n=91)

30億円～100億円未満(n=51)

100億円以上(n=18)

実施済 実施予定 実施したいが､現状は不可能 実施予定なし
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５.区の施策について 

 
 （1）Q42_墨田区の施策への認知状況 

  
Q42.墨田区が実施している施策への認知状況について当てはまるものそれぞれ１

つずつに○をつけてください。(SA） 

 
墨田区の施策への認知状況ついて、「1_ワーク・ライフ・バランスセミナー」、「2_

働く女性への支援講座」、「3_再就職支援講座」は、「知っている」と「聞いたことは

あるが内容は知らない」を合わせた回答が 4割前後となった。 

 
    【墨田区の施策への認知状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.4

8.6

8.6

4.8

28.9

33.0

31.0

16.1

61.7

58.4

60.4

79.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_ワーク・ライフ・バランスセミナー(n=561)

2_働く女性への支援講座(n=558)

3_再就職支援講座(n=561)

4_すずかけ女性キャリアスクール(n=560)

知っている

聞いたことはあるが内容は知らない

聞いたことはない
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 【1_ワーク・ライフ・バランスセミナー（男女従業員数別）】 

 

  

9.4

7.6

7.9

5.8

29.3

20.8

16.7

6.7

11.6

13.2

36.4

9.1

25.0

28.9

24.7

36.0

28.2

26.8

20.8

33.3

25.8

33.7

38.2

22.7

45.5

61.7

67.7

56.2

66.0

43.9

58.3

50.0

67.6

54.7

48.7

40.9

45.5

75.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=561)

10人未満(n=198)

10人～20人(n=178)

21人～50人(n=103)

51人～100人(n=41)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

10人未満(n=330)

10人～20人(n=95)

21人～50人(n=76)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

女

性

従

業

員

数

男

性

従

業

員

数
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 【2_働く女性への支援講座（男女従業員数別）】 

 

  

8.6

9.6

7.9

4.9

17.5

8.3

16.7

7.0

11.6

9.3

27.3

9.1

33.0

28.4

39.3

32.0

35.0

33.3

33.3

30.7

32.6

42.7

36.4

45.5

25.0

58.4

61.9

52.8

63.1

47.5

58.3

50.0

62.3

55.8

48.0

36.4

45.5

75.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=558)

10人未満(n=197)

10人～20人(n=178)

21人～50人(n=103)

51人～100人(n=40)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

10人未満(n=329)

10人～20人(n=95)

21人～50人(n=75)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 【3_再就職支援講座（男女従業員数別）】 

 

  

8.6

7.6

9.4

7.8

17.5

16.7

7.9

9.5

9.2

18.2

9.1

31.0

29.3

35.6

30.1

32.5

25.0

16.7

29.3

35.8

35.5

36.4

36.4

60.4

63.1

55.0

62.1

50.0

75.0

66.7

62.8

54.7

55.3

45.5

54.5

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=561)

10人未満(n=198)

10人～20人(n=180)

21人～50人(n=103)

51人～100人(n=40)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

10人未満(n=331)

10人～20人(n=95)

21人～50人(n=76)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 【4_すずかけ女性キャリアスクール（男女従業員数別）】 

 

  

4.8

7.1

5.6

1.9

2.5

4.2

6.3

6.7

9.1

16.1

16.2

19.6

10.7

10.0

16.7

33.3

14.2

17.9

20.0

22.7

18.2

79.1

76.8

74.9

87.4

87.5

83.3

66.7

81.6

75.8

73.3

68.2

81.8

100.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=560)

10人未満(n=198)

10人～20人(n=179)

21人～50人(n=103)

51人～100人(n=40)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=6)

10人未満(n=331)

10人～20人(n=95)

21人～50人(n=75)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 （2）Q43_墨田区の施策の活用状況及び意向 

  
Q43.墨田区が実施している施策への活用状況及び意向について当てはまるものそ

れぞれ１つずつに○をつけてください。(SA) 

 
墨田区の施策の活用状況及び意向ついては、「1_ワーク・ライフ・バランスセミナ

ー」、「2_働く女性への支援講座」は「参加したことはないが、関心がある」と回答し

た事業所が全体の 5割弱となった。また、男性従業員数別、女性従業員数別で見ると、

「1_ワーク・ライフ・バランスセミナー」、「2_働く女性への支援講座」は、男女とも

従業員数が増えるにつれて、関心を示す割合が増加している。 

 

  【墨田区の施策の活用状況及び意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.6

1.9

1.1

0.9

47.6

48.9

44.2

33.5

49.8

49.3

54.7

65.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1_ワーク・ライフ・バランスセミナー

(n=538)

2_働く女性への支援講座(n=536)

3_再就職支援講座(n=534)

4_すずかけ女性キャリアスクール(n=532)

参加したことがある 参加したことはないが､関心がある 関心なし
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 【1_ワーク・ライフ・バランスセミナー（男女従業員数別）】 

 

  

2.6

3.2

1.7

2.0

5.1

4.2

1.6

3.3

4.3

13.6

47.6

39.4

43.6

55.4

66.7

70.8

80.0

40.4

57.8

62.9

54.5

72.7

100.0

49.8

57.4

54.7

42.6

28.2

25.0

20.0

58.0

38.9

32.9

31.8

27.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=538)

10人未満(n=188)

10人～20人(n=172)

21人～50人(n=101)

51人～100人(n=39)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=5)

10人未満(n=319)

10人～20人(n=90)

21人～50人(n=70)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

参加したことがある 参加したことはないが､関心がある 関心なし

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 【2_働く女性への支援講座（男女従業員数別）】 

 

  

1.9

2.7

2.3

1.0

1.6

1.1

4.3

4.5

48.9

42.6

43.3

55.0

66.7

79.2

80.0

42.1

61.5

60.0

59.1

72.7

100.0

49.3

54.8

54.4

44.0

33.3

20.8

20.0

56.3

37.4

35.7

36.4

27.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=536)

10人未満(n=188)

10人～20人(n=171)

21人～50人(n=100)

51人～100人(n=39)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=5)

10人未満(n=316)

10人～20人(n=91)

21人～50人(n=70)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

参加したことがある 参加したことはないが､関心がある 関心なし

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 【3_再就職支援講座（男女従業員数別）】 

 

  

1.1

1.6

0.6

2.0

0.3

1.1

4.2

4.5

44.2

38.6

44.7

53.1

51.3

33.3

80.0

40.6

52.8

52.1

40.9

54.5

75.0

54.7

59.8

54.7

44.9

48.7

66.7

20.0

59.0

46.1

43.7

54.5

45.5

25.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=534)

10人未満(n=189)

10人～20人(n=170)

21人～50人(n=98)

51人～100人(n=39)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=5)

10人未満(n=315)

10人～20人(n=89)

21人～50人(n=71)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

参加したことがある 参加したことはないが､関心がある 関心なし

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 【4_すずかけ女性キャリアスクール（男女従業員数別）】 

 

  

0.9

1.6

0.6

1.0

0.6

1.1

1.4

4.5

33.5

30.3

37.3

30.6

35.9

37.5

60.0

28.0

49.4

33.8

40.9

54.5

50.0

65.6

68.1

62.1

68.4

64.1

62.5

40.0

71.3

49.4

64.8

54.5

45.5

50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=532)

10人未満(n=188)

10人～20人(n=169)

21人～50人(n=98)

51人～100人(n=39)

101人～300人(n=24)

301人以上(n=5)

10人未満(n=314)

10人～20人(n=89)

21人～50人(n=71)

51人～100人(n=22)

101人～300人(n=11)

301人以上(n=4)

参加したことがある 参加したことはないが､関心がある 関心なし

男

性

従

業

員

数

女

性

従

業

員

数
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 （3）Q44_重要と思う行政の取組 

 
Q44.ワーク・ライフ・バランスおよび女性活躍を推進するために重要と思う行政

の取り組みについて、当てはまるもの全てに○をつけてください。(MA) 

 
ワーク・ライフ・バランス及び女性活躍を推進するために重要と思う行政の取組に

ついては、「ワーク・ライフ・バランスや女性活躍に関する情報の提供」が 39.4%と最

も多く、次いで、「ワーク・ライフ・バランスを取り入れるメリットやノウハウ等を

学べる機会の提供」が 36.7%となった。 

   

  【重要と思う行政の取組】 

 
  

39.4

36.7

28.0

24.7

24.3

14.1

12.7

12.2

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽや女性活躍に関する情報の発信

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽを取り入れるﾒﾘｯﾄやﾉｳﾊｳ等を学ぶことが

できる機会の提供

特にない

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ及び女性活躍の取り組み先進事例の紹介や

広くｱﾋﾟｰﾙする場･仕組みの構築

ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽや女性活躍推進を取り組む上で

ｱﾄﾞﾊﾞｲｽが得られる場･仕組みの構築

単独で取り組みが困難な企業に向け､事業所間で

交流が図れる場･仕組みの構築

区のHP等で事業所が策定した一般事業主行動計画を

区民にｱﾋﾟｰﾙする場･仕組みの構築

一般事業主行動計画を策定するためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽが

得られる場･仕組みの構築

その他

n=482（MA）
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